
西東京市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（第６期）進捗状況表
目標達成度⇒①達成された、②ほぼ達成された、③あまり達成されていない、④達成されていない、⑤実施していない　

実施状況
目標

達成度
今後の課題と対応

策
実施状況

目標
達成度

今後の課題と対応
策

1
1-1-

(1)-①
59

ボランティア活
動、NPO活動へ
の参加促進

生活福祉課
高齢者支援
課　　　　協働
コミュニティ課

地域
支援
係

社会福祉協議会ボラ
ンティア市民活動セン
ターを中心にボラン
ティアニーズに応えら
れるようテーマごとに
ボランティア講座を開
催し、広くボランティア
を確保するための講
座を開催する。災害
時に活動できる市民
ボランティアの育成や
啓発活動等を行う。
西東京市シルバー人
材センターのボラン
ティアの活動の場とな
るよう公益性の高い
事業の実施を推進す
る。

社会福祉協議会への補助
金を通じ、ボランティア・市
民活動センターに対し補
助金を交付し、活動を支
援した。

①達成
された

現在の人員体制で
は、さらなる事業の
充実は困難である。
行政主導で登用して
いるボランティアの
推進を図る必要があ
る。

社会福祉協議会への補助
金を通じ、ボランティア・市
民活動センターに対し補
助金を交付し、活動を支
援した。

①達成
された

現在の人員体制で
は、さらなる事業の
充実は困難である。
行政主導で登用して
いるボランティアの
推進を図る必要があ
る。

高齢者支援
課

地域
支援
係

平成２７年度に制度
設計、平成２８年度よ
り実施予定

生活支援サービスにおけ
る市住民主体型の訪問型
サービスや通所型サービ
スの基準等の策定等を行
う。

②ほぼ
達成さ
れた

課全体での取り組み
とならず、係単体で
準備を進めることの
むずかしさが課題。

住民主体型の訪問型サー
ビスや通所型サービスの
基準等を定め、事業を開
始した。
現在、通所型20団体、訪
問型７拠点の登録があ
る。

①達成
された

通所型、訪問型とも
似登録団体が計画
より少ないことが課
題であり、今後は周
知方法の工夫が必
要である。

協働コ
ミュニ
ティ課

市民協働推進セン
ターでは、NPO活動
の参加促進のため、
市民活動に関する相
談や団体情報等の提
供を行うと共に、市内
のNPO団体等が日頃
の活動の状況などを
紹介する「NPO市民
フェスティバル」の開
催、新たな活動の担
い手の育成のための
「お父さんお帰りなさ
いパーティ」「ゆめこら
ぼミディ」を実施して
いく。

市民協働推進センターで
の相談業務、「NPO市民
フェスティバル」の開催、
新たな活動の担い手の育
成のための「お父さんお帰
りなさいパーティ」「ゆめこ
らぼミディ」を実施した。

①達成
された

今後も、継続的に相
談事業、情報提供を
実施していく。

「NPO市民フェスティバル」
の開催、新たな活動の担
い手の育成のための「お
父さんお帰りなさいパー
ティー」「ゆめこらぼミディ」
を実施した。
ホームページのリニューア
ルを行い、利用しやすさ
や、情報の見やすさを重
点に置いたレイアウト、デ
ザインへの一新及び新た
なコンテンツを追加したこ
とで、市民活動団体の情
報の集約・発信力を強化
した。

①達成
された

今後も、継続的に相
談事業、情報提供を
実施していく。

2
1-1-

(1)-②
60

生きがいづくり
の場の整備・充
実

高齢者支援
課

地域
支援
係

身近な地域で誰もが生きがいづ
くりに取り組めるよう、福祉会館、
老人福祉センターを生きがいづく
りの場として整備します。具体的
には運動器具の導入拡大等を
行います。

トレーニングマシン一
般開放については、
平成２６年度市内３カ
所目として老人福祉
センターを整備し、４
か所目として、新町福
祉会館で平成２８年
度から実施予定

新町福祉会館の耐震改修
工事を実施し、図書館分
室を健康増進室に整備。

②ほぼ
達成さ
れた

新町福祉会館でﾄﾚｰ
ﾆﾝｸﾞﾏｼﾝ一般開放を
することの周知をし
ていく。

市内４ヶ所でトレーニング
マシンの開放を実施。

②ほぼ
達成さ
れた

住吉老人福祉会館
の利用人数が他会
館と比較して多いた
め、１日増やすことを
検討する。

3
1-1-

(1)-③
60

生きがい推進事
業等の実施

高齢者支援
課

地域
支援
係

高齢者の生きがいを持った暮ら
しを支援するため、公共施設に
おいて市主催の高齢者大学等を
開催します。また、高齢者福祉大
会を実施するほか、老人福祉セ
ンターと福祉会館で実施している
各種講座やサークル活動の参加
を通じて、地域で生きがいづくり
や健康づくりができるような生き
がい推進事業を展開します。

高齢者の増加に伴
い、学習機会を充実
していく。

高齢者生きがい推進事業
①高齢者大学（総合課程・
公開講座）16回、延べ790
人
②高齢者大学（自分でで
きる、カラダのゆがみ改
善）１０回、延べ234人
③火山を知ろう講座2回、
32人
④高齢者大学（短期講座）
3回、45人
⑤高齢者福祉大会1回、
1,024人

②ほぼ
達成さ
れた

高齢者のニーズに
合った講座等の開催
を検討していく。

高齢者生きがい推進事業
①高齢者大学（総合課程）
16回、延べ942人
②高齢者大学（ゆがみ改
善）１０回、延べ232人
③片づけ・消費者 2 回、
32人
④絵本の世界を知ろう  2
回、 26人
⑤動物園の世界を知ろう
2回、延べ 31人
⑥高齢者福祉大会  1
回、969人

②ほぼ
達成さ
れた

高齢者のニーズに
合った講座等の開催
を検討していく。

4
1-1-

(1)-④
60

高齢者クラブ活
動への支援

高齢者支援
課

地域
支援
係

高齢者の生活を健全で豊かなも
のにするため、高齢者クラブが
行う社会奉仕活動や教養の向
上、健康増進への取組を支援し
ます。また、高齢者の社会参加
を促進するために、高齢者クラブ
の活性化に向けた取組も引き続
き行っていきます。

各クラブで抱えている
問題の相談に乗りな
がら、各クラブの持ち
味を生かして活動の
活性化を目指し、高
齢者の交流の場づく
り環境を提供する。

各クラブの中で生じた問題
等の相談に乗り、今後どう
したら解決するか等を一
緒に考え実施した。
①団体数　44団体

②会員数　2,616人

②ほぼ
達成さ
れた

高齢化が進む中、各
クラブが存続できる
よう60～70歳代の会
員を増やせるような
活動を各クラブの代
表者と考えていく。

各クラブの中で生じた問
題等の相談に乗り、今後
どうしたら解決するか等を
一緒に考え実施した。
①団体数　43団体

②会員数　2,451人

②ほぼ
達成さ
れた

高齢化が進む中、毎
年廃止するクラブが
出てきている。各クラ
ブが存続できるよう
に引き続き支援して
いく。

5
1-1-

(1)-⑤
60

高齢者の生きが
いや交流につな
がる学習機会の
充実

高齢者支援
課

地域
支援
係

高齢者が教養・文化・スポーツ・
レクリエーションなどの多様な活
動に参加し、ふれ合える学習機
会の充実に向けて取り組んでい
きます。市関連部署との連携は
もとより、民間事業者、ＮＰＯ、大
学などとの連携も検討しながら、
高齢者が興味を持ち、参加しや
すい学習機会の提供を目指しま
す。

高齢者の増加に伴
い、多様な学習機会
を充実していく。

市内の鍼灸師による、健
康講座を試行実施してい
る。年4回

③あまり
達成さ
れてい
ない

高齢者のニーズに
合った講座等の開催
を検討していく。

市内の鍼灸師による、健
康講座を実施している。年
4回

②ほぼ
達成さ
れた

高齢者のニーズに
合った講座等の開催
を検討していく。

実施状況

平成27年度 平成28年度
目標№

現計画
の体系

頁 施策名 課名 施策内容
係名
（課
名）

元気な高齢者が持っている社会
貢献意識を活かし、さまざまなボ
ランティア活動やNPO 活動への
参加を促進します。また、ニーズ
の高い依頼に応えられるよう、社
会福祉協議会、関係機関と連携
してボランティアのコーディネート
の機能充実やボランティア確保
のための講座講習を実施し、高
齢者の自己実現と地域での支え
合いを進めます。また、市民協働
推進センターにおいても、市民活
動に関する相談や団体情報等の
提供を行っていきます。
なお、地域でのボランティア活動
の充実を目指す西東京市シル
バー人材センターと地域の支え
合い活動の推進に向けて、連携
をとり、生きがいづくりや社会参
加への支援を図ります。

高齢 資料４

1 ページ



実施状況
目標

達成度
今後の課題と対応

策
実施状況

目標
達成度

今後の課題と対応
策

実施状況

平成27年度 平成28年度
目標№

現計画
の体系

頁 施策名 課名 施策内容
係名
（課
名）

6
1-1-

(1)-⑥
60

情報提供体制の
充実

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係
地域
支援
係

地域住民、関係機関・団体それ
ぞれに向けて必要な情報が、適
切に、タイムリーに伝わるしくみ
を強化します。市報やホーム
ページ、窓口等の媒体や、研修
会や講習会等の情報提供の機
会を活用して行います。

市報や包括便りなど
の媒体による情報提
供を行う。また、関係
機関他団体と連携し
た情報提供を行う。
市民及び関係者への
適切な情報及びサー
ビスの提供

実施する事業について
は、随時市報及びHPに掲
載し、周知を図った。
地域包括支援センター毎
にお便り等を発行した。

①達成
された

引く続き市報、HP、
その他の広報媒体
において周知を図
る。

実施する事業について、
随時市報及びHPに掲載
し、周知を図った。
地域包括支援センターの
周知のため、リーフレット
やお便り等を発行した。

①達成
された

引く続き市報、HP、
その他の広報媒体
において周知を図
る。

7
1-1-

(2)-①
60

高齢者の就業を
通じた生きがい
推進

生活福祉課
高齢者支援
課

生活
福祉
課

高齢者の生きがい推
進のため会員の確保
及び適正な就業機会
の提供を推進する。
公益性の高い事業の
実施を推進する。

高齢者の生きがい推進の
ため、会員の確保及び適
正な就業機会の提供を推
進するシルバー人材セン
ターに対し、補助金を交付
し、その活動を支援する。

②ほぼ
達成さ
れた

補助金交付団体とし
て補助金の効果ぞう
だいという視点でセ
ンターへの指導等を
行っていく必要があ
る。

高齢者の生きがい推進の
ため、会員の確保及び適
正な就業機会の提供を推
進するシルバー人材セン
ターに対し、補助金を交付
し、その活動を支援する。

②ほぼ
達成さ
れた

補助金交付団体とし
て補助金の効果増
大という視点でセン
ターへの指導等を
行っていく必要があ
る。

高齢者支援
課

地域
支援
係

シルバー人材セン
ターによる、各福祉会
館等の業務委託等提
供していく。

各福祉会館の警備業務、
老人憩いの家おあしすの
管理業務を委託している。

②ほぼ
達成さ
れた

今後も、高齢者の就
業の機会の検討をし
ていく。

各福祉会館の警備業務、
老人憩いの家おあしすの
管理業務を委託している。

②ほぼ
達成さ
れた

今後も、高齢者の就
業の機会の検討をし
ていく。

8
1-1-

(2)-②
60 人材育成の推進 産業振興課

高齢者の就業機会の拡大を図る
ため、健康で働く意欲と能力のあ
る高齢者が、新たな職業に就く
ために必要な知識や技術を習得
する研修・講習や訓練などを公
共職業安定所（ハローワーク）と
連携し支援します。

公共職業安定所（ハ
ローワーク）と市の共
催による就職支援セ
ミナーを実施して、就
職に関する支援を行
います。

公共職業安定所（ハロー
ワーク）と市の共催による
就職支援セミナーを実施し
た。
セミナー参加者：197人

①達成
された

毎年度、公共職業安
定所（ハローワーク）
と市の共催による就
職支援セミナーを実
施していく。

公共職業安定所（ハロー
ワーク）と市の共催による
就職支援セミナーを実施
した。
セミナー参加者：132人

②ほぼ
達成さ
れた

毎年度、公共職業安
定所（ハローワーク）
と市の共催による就
職支援セミナーを実
施していく。

9
1-1-

(2)-③
60

西東京就職情報
コーナーの運営

産業振興課

高齢者が雇用関係を結ぶことを
前提とした働き方の選択ができ
るように、就職相談を行い、職業
を紹介する体制を今後も継続し
ていきます。具体的には、公共
職業安定所（ハローワーク）と連
携し、地域職業相談室「就職情
報コーナー」により、就職を支援
します。

身近な場所で就職の
ための求人検索や就
職相談ができるように
田無庁舎内の就職情
報コーナーの運営を
公共職業安定所（ハ
ローワーク）と協力し
て継続的に行ってい
きます。

田無庁舎内の就職情報
コーナーの運営を公共職
業安定所（ハローワーク）
と協力して常設。
相談件数：7,706件

①達成
された

常設された就職情報
コーナーの運営を公
共職業安定所（ハ
ローワーク）と協力し
て継続的に行ってい
く。

田無庁舎内の就職情報
コーナーの運営を公共職
業安定所（ハローワーク）
と協力して常設。
相談件数：8,344件

①達成
された

常設された就職情報
コーナーの運営を公
共職業安定所（ハ
ローワーク）と協力し
て継続的に行ってい
く。

10
1-2-

(1)-①
61

健康づくりに取り
組む機会の提供
（健康応援団・健
康チャレンジ事
業）

健康課

市民の主体的な健康づくりを応
援するために設立した健康応援
団、さらには、健康づくり活動に
取り組むきっかけづくりとして行う
健康チャレンジ事業を組み合わ
せ、市内で健康づくりに気軽に取
り組める機会を増やします。

市民が自ら健康づくり
に取り組む環境を作
るため、ホームページ
等を活用した情報提
供や健康行動を取る
きっかけを作る事業
を推進していく。

9月より実施中。H２９年１
月まで。

②ほぼ
達成さ
れた

チャレンジへの取組
み人数の増加。特に
若い世代が取組み
やすい媒体の工夫。

9月～1月まで実施。参加
人数220名。参加者平均
年齢51歳。

③あまり
達成さ
れてい
ない

参加者数は伸びて
いるが、若い世代の
参加が少なく健康づ
くりにより取り組みや
すい環境づくり（媒体
等の工夫）によって
参加者数を増やして
いく。

11 1-2-② 61

身近な生活エリ
アで取り組む健
康づくりの推進
（しゃきしゃき体
操、健康講座等
の実施）

健康課
みどり公園課

みどり
公園
課

公園に、誰もが気軽
に使用できる健康遊
具を設置

公園整備に伴い、市民の
ニーズを取り入れた健康
遊具等の設置に努める。

①達成
された

今後の公園整備、に
市民ニーズを取り入
れた気軽に使用でき
る健康遊具の設置
に努めていく。

公園整備に伴い、市民の
ニーズを取り入れた健康
遊具等の設置に努める。
みどりの散策路めぐり事
業と共同し、健康ミニ講座
を実施。

①達成
された

今後の公園整備、に
市民ニーズを取り入
れた気軽に使用でき
る健康遊具の設置
に努めていく。また、
誰でも設置遊具が使
用できるよう、使用
方法等の周知にも努
めていく。

健康
課

しゃきしゃき体操に関
しては、体操普及の
ために市民リーダー
を養成し、地域の活
動団体など自主的な
活動の支援をおこな
う。（健康課）

しゃきしゃき体操出前講座
14回
自主グループ支援　10団
体
（健康課）

①達成
された

各リーダーの負担に
ならないように活動
量を調整し、支援し
ていく。（健康課）

しゃきしゃき体操で前講座
8回。
自主グループ支援　10団
体。

①達成
された

新規リーダーの自主
グループへの定着
と、リーダーの負担
軽減。

12
1-2-

(1)-③
61

スポーツ・レクリ
エーションの推
進

スポーツ振興
課高齢者支
援課

スポー
ツ振興
課

だれでもスポーツに
親しめる環境づくりに
努めていく。

市民体力テストの実施、
85歳以上の市民を対象に
した年間フリーパスの発
行、65歳以上の市民を対
象にした無料教室やプー
ル、トレーニング室の個人
利用料金の免除を行うシ
ルバー月間（６月、12月）、
２週間実施するシルバー
ウィーク（9月、３月）を開催
し、高齢者がスポーツをす
るためのきっかけ作りに努
めた。
市民体力テスト参加者数
173人
年間フリーパス発行者数
141人

年間フリーパス・シルバー
月間・ウィーク利用者数
7663人

①達成
された

引き続き、だれでも
スポーツに親しめる
環境づくりに努めて
いく。

市民体力テストの実施、
85歳以上の市民を対象に
した年間フリーパスの発
行、65歳以上の市民を対
象にした無料教室やプー
ル、トレーニング室の個人
利用料金の免除を行うシ
ルバー月間（６月、12月）、
２週間実施するシルバー
ウィーク（9月、３月）を開
催し、高齢者がスポーツを
するためのきっかけ作りに
努めた。
市民体力テスト参加者数
157人
年間フリーパス発行者数
168人
年間フリーパス・シルバー
月間・ウィーク利用者数
8,732人

①達成
された

引き続き、だれでも
スポーツに親しめる
環境づくりに努める。

身近な生活エリアにおける健康
体操（しゃきしゃき体操）の実践
等、小グループで気軽に集える
健康づくりを提供することで、習
慣化・継続化に寄与するととも
に、社会参加のきっかけとなるよ
う取り組みます。
また、公園を活用した健康づくり
に取り組みます。
目的別にわかりやすい健康講座
を企画する等、身近で気軽に参
加できる内容にいたします。

シルバー人材センターの運営を
財政的に支援することにより、高
齢者が就業を通じてその知識や
技術を活かした公共的・公益的
な活動を促進し、高齢者の生き
がいづくりの機会の提供に努め
ます。

高齢者の社会参加と健康維持の
ため、各種スポーツ大会の開催
や無料で参加できる高齢者向け
運動・体操プログラムの実施及
び情報提供を行い、スポーツ活
動に参加する機会を提供しま
す。
誰でも参加できる市民体力テスト
を実施し、スポーツを通じた健
康・体力づくりを提案し、介護の
予防を推進します。
元気高齢者に社会参加の機会
提供の場として、各種スポーツ大
会やスポーツ事業におけるス
ポーツボランティアとして西東京
市体育協会に協力を依頼してい
きます。

2 ページ



実施状況
目標

達成度
今後の課題と対応

策
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実施状況
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目標№

現計画
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頁 施策名 課名 施策内容
係名
（課
名）

地域
支援
係

体力テストやスポーツ
大会、プログラム参加
を通し、自身の体力
を確認し、維持・増進
できるように支援す
る。

福祉会館等で実施してい
る健康体操への参加の機
会を提供している。

③あまり
達成さ
れてい
ない

意欲の高い高齢者
のみでなく、広く一般
高齢者に周知し、参
加の機会、人数を増
やすことが必要であ
る。

福祉会館等で実施してい
る健康体操への参加の機
会を提供し、受け入れ人
数を増加した。

②ほぼ
達成さ
れた

意欲の高い高齢者
のみでなく、広く一般
高齢者に周知し、参
加の機会、人数をさ
らに増やすことが必
要である。

13
1-2-

(1)-④
61

食の自立と健康
的な生活を実践
する取組の充実

健康課
高齢者支援
課

地域
支援
係

歯科衛生士や管理栄
養士による集団指導
や個別指導を行う。

グループや団体への集団
指導を出張講座で実施し
ている。

②ほぼ
達成さ
れた

集団指導を継続しつ
つ、訪問相談等の個
別支援を推進してい
く。

グループや団体への集団
指導を出張講座で実施し
ている。

②ほぼ
達成さ
れた

集団指導を継続しつ
つ、訪問相談等の個
別支援を推進してい
く。

健康
課

平成26年3 月に第2
次食育推進計画を策
定した。高齢者の食
育を推進し、食の自
立と健康的な生活を
実践するために、食
生活教室、男の基本
料理教室、歯科相
談、食を楽しむ機会
の提供などに取り組
む。

第２次食育推進計画に基
づき、各種料理教室で食
生活の重要性について触
れながら開催している。ま
た食と歯科とのコラボ事業
として、口腔機能をテーマ
にした実習ではない食育
講座を開催した。口腔機
能の維持増進が食生活を
豊かにし、低栄養予防に
つながることについても盛
り込み、日常生活で取り組
める内容になるよう、体験
型の講座とした。

②ほぼ
達成さ
れた

広報活動に工夫が
必要だが、新規の参
加者を開拓できた。
次年度は、広報活動
に工夫をしつつ、続
きのテーマで食と歯
科のコラボ講座とし
て食育講座を開催す
る。

男性料理教室を実施し、
終了後は自主グループへ
の参加を促し、継続支援
をしている

②ほぼ
達成さ
れた

参加者数を増やす
た、め、周知に努め
る。

14
1-2-

(1)-⑤
61

地域の自主グ
ループや団体へ
の出前講座の実
践

健康課
高齢者支援
課

地域
支援
係

出張講座による健康
づくり支援を通し、自
主的な取り組みがで
きる。

運動・口腔・栄養出張講座
を希望があった団体へ実
施している。

②ほぼ
達成さ
れた

出張講座に関し周知
をはかり、今まで出
張講座を行っていな
い団体等へ広げる。

運動・口腔・栄養出張講座
を希望があった団体へ実
施している。

②ほぼ
達成さ
れた

出張講座を通し、講
師が不在の中でも、
自主的に健康づくり・
介護予防に取り組め
るように支援する。

健康
課

出前講座の項目以外
にも希望に合わせた
講座を実施する。

出前・依頼による講座を計
６回実施。参加人数１１４
名。

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き実施

しゃきしゃき体操出前講座
8回。
自主グループ支援　10団
体。

①達成
された

新規リーダーの自主
グループへの定着
と、リーダーの負担
軽減。

15
1-2-

(2)-①
62

健康診査等の継
続実施

健康課

高齢者が自らの健康状態を定期
的に知り、自覚症状がない生活
習慣病等の早期発見・早期治療
を行うため、継続した受診を促し
ます。
また、がん検診や成人歯科検診
等を引き続き実施していきます。

健康診査やがん検診
について、申込方法
などを見直し、受診し
やすい体制を目指
す。また、受診方法な
どについて、広報を徹
底する。

・がん検診：引き続き、電
子申請を申し込みを要す
るがん検診で実施。また、
受診率向上事業を別のが
ん検診で実施。がん特集
号の発行。
・若年健診、集団健診では
引き続き電子申請を実
施。9月を受診勧奨月間と
し、市報一面で各種健診
の案内を行った。

②ほぼ
達成さ
れた

・がん検診：引き続き
受診しやすい体制づ
くりを目指す。電子
申請を全がん検診に
拡大（申込不要の肺
がん検診を除く）。受
診率向上に取組み、
対象年齢層の受診
数が向上。周知方法
の工夫として、特定
健診送付物時のが
ん検診案内の工夫。
・引き続き、わかりや
すく、効果的な受診
案内や広報の工夫
に努める受診率向
上を図る。

・がん検診：申し込みを要
するがん検診で電子申請
を引き続き実施。また、受
診率向上事業を別のがん
検診で実施。がん特集号
の発行。
・若年健診、集団健診で
は引き続き電子申請を実
施。市報一面やエフエム
西東京で特定健診の案内
を行った。

②ほぼ
達成さ
れた

・がん検診：引き続き
受診しやすい体制づ
くりを目指す。受診
率向上に取組み、対
象年齢層の受診数
が向上。周知方法の
工夫として、特定健
診送付物時のがん
検診案内の工夫。
・引き続き、わかりや
すく、効果的な受診
案内や広報の工夫
に努める受診率向
上を図る。

16
1-2-

(2)-②
62

かかりつけ医、
かかりつけ歯科
医、かかりつけ
薬局の周知

健康課
高齢者支援
課

健康
課

高齢者が身近な地域で健康診
断や生活機能評価、治療が受け
られる体制を構築するため、高
齢者それぞれの身体特性や生
活習慣などをよく理解した、かか
りつけ医、かかりつけ歯科医、か
かりつけ薬局の重要性を周知し
ます。

ホームページや医療
マップを活用し、近隣
の医療機関につい
て、ご照会できる体制
を目指す。

医療マップを市内各所に
配布し、近隣住民に医療
機関情報を提供できた。ま
た、ホームページでも情報
を提供できた。

②ほぼ
達成さ
れた

ホームページ上の医
療機関情報を適宜
更新し、わかりやすく
する。

Ｈ27年度まで全戸配布し
ていたタブロイド版の「健
康事業ガイド」と医療マッ
プを一体化して「健康事業
ガイド」を小冊子で作成、
全戸配布した。
また、ホームページ上の
医療機関情報も最新の情
報を提供できるように努め
た。

②ほぼ
達成さ
れた

今後も最新の情報を
提供できるよう、ホー
ムページや市報等を
活用して情報提供に
努める。

17
1-2-

(2)-③
62

高齢者の感染症
に対する予防・
啓発

健康課

高齢者が感染症にかかると、肺
炎等により重篤化する可能性が
高まります。
定期予防接種の勧奨等、感染症
に対する知識の啓発や予防接種
の勧奨を行います。

インフルエンザ、肺炎
に関する情報提供を
するとともに、市報や
ホームページを活用
し、申込時期に合わ
せた接種勧奨を図
る。また、申込しやす
いような体制を目指
す。

インフルエンザ、肺炎球菌
共に、市報と共にチラシを
配布している。また、必要
な時期にホームページで
も呼びかけを行っている。

①達成
された

現在の体制を引き続
き行い、より周知し
やすい体制を整え
る。

インフルエンザ、肺炎球菌
共に、市報と共にチラシを
配布している。また、必要
な時期にホームページで
も呼びかけを行っている。

①達成
された

現在の体制を引き続
き行い、より周知し
やすい体制を整え
る。

18
1-2-

(3)-①
62

老人福祉セン
ター・福祉会館
の再整備を含め
た検討

高齢者支援
課

地域
支援
係

福祉会館を介護予防事業の拠
点として整備し、市全域で介護予
防に取り組みやすい環境を整え
ます。

福祉会館の耐震改修
及び介護予防を市全
域で取り組む。

新町福祉会館、富士町福
祉会館の耐震改修工事を
実施。新町福祉会館の図
書館分室を健康増進室に
整備。

②ほぼ
達成さ
れた

平成２８年度から新
町福祉会館の健康
増進室にﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾏｼ
ﾝを設置し、市内４カ
所目の介護予防の
拠点とする。

ひばりが丘福祉会館の耐
震改修工事を実施。新町
福祉会館の健康増進室
で、平成２８年５月より、ト
レーニングマシン一般開
放を実施

②ほぼ
達成さ
れた

介護予防事業の拠
点として整備し、市
内4ヶ所目を新町福
祉会館にトレーニン
グマシンを導入し、
市全域で介護予防
に取り組みやすくし
ていく。

19
1-2-

(3)-②
62

高齢者いきいき
ミニデイ事業の
充実

高齢者支援
課

地域
支援
係

高齢者に趣味、レクリエーション
等を通じた生きがい・地域との交
流の場を提供する「いきいきミニ
デイ」を実施する団体・協力者の
取組を支援します。今後も各団
体に適切に情報提供などを行
い、事業を充実していきます。

現在の登録団体の集
まりの場が、今後高
齢者にとって生きが
いの場であり、地域と
のつながりの場にな
るよう協力員の方と
情報交換しながら、高
齢者を見守る。

①団体数　55団体
　
②登録者数　1,096人
　
③延利用者数　23,945人

②ほぼ
達成さ
れた

平成28年3月31日を
もって、いきいきミニ
デイ事業の新規団
体申請の受付は終
了とし、現在登録の
ある団体だけが、今
後も継続して活動が
できる状況を残して
いる。その中で、協
力員との情報交換を
しながら、見守りをす
る。Ｈ28年度4月から
は、総合事業の通所
Ｂ事業で高齢者だけ
のつながりではなく、
市民の皆が気軽に
立ち寄れるサロン、
交流の場を住民主
体で活動していただ
く環境を作っていく。

①団体数　49団体
　
②登録者数　1,006人
　
③延利用者数　22,979人

②ほぼ
達成さ
れた

現在登録のある団
体が今後も継続して
活動ができる状況を
残している。その中
で、協力員との情報
交換を行ったり、活
動の様子を見に行く
などして、高齢者に
とっての生きがいの
場、地域とのつなが
りの場を見守る。

20
1-2-

(3)-③
62

健康づくりに取り
組む自主グルー
プの育成支援

健康課
高齢者支援
課

生活習慣を改善するために同じ
目的を持つ市民が自主グループ
として互いに支えながら継続でき
るように育成支援を行います。

自主グループ活動を
通し、健康づくりに自
主的に取り組めるよう
に支援する。

19グループについては、
継続支援実施中。

②ほぼ
達成さ
れた

定期的に実施できる
会場やリーダーの確
保が難しい。

19グループについては、
継続支援実施中。

②ほぼ
達成さ
れた

定期的に実施できる
会場やリーダーの確
保が難しい。

自主グループや団体へ出前講座
を積極的に実施し、ニーズをきっ
かけとした効率の良い健康づくり
支援を行います。

第２次食育推進計画に基づき、
孤食防止のための共食の機会を
提供するほか、高齢者配食サー
ビス、食生活教室、料理教室の
実施のほか、口腔ケアの重要性
について意識の向上を図りま
す。
また、低栄養の高齢者に対して
は訪問相談に取り組みます。

高齢者の社会参加と健康維持の
ため、各種スポーツ大会の開催
や無料で参加できる高齢者向け
運動・体操プログラムの実施及
び情報提供を行い、スポーツ活
動に参加する機会を提供しま
す。
誰でも参加できる市民体力テスト
を実施し、スポーツを通じた健
康・体力づくりを提案し、介護の
予防を推進します。
元気高齢者に社会参加の機会
提供の場として、各種スポーツ大
会やスポーツ事業におけるス
ポーツボランティアとして西東京
市体育協会に協力を依頼してい
きます。

3 ページ
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21
1-3-

(1)-①
63

介護予防に関す
る意識啓発の促
進

健康課
高齢者支援
課

地域
支援
係

啓発の機会を充実さ
せる。

高齢者元気度アンケート
の結果、介護予防ポス
ターを配布し意識啓発を
行った。

②ほぼ
達成さ
れた

自分の健康や体力
を把握できるように
様々な講座等への
きっかけ作りを行う。

オーラルフレイル予防講
座を実施した。

②ほぼ
達成さ
れた

運動に限らず、口腔
機能向上や栄養改
善に向けた取り組み
を進めていく。

健康
課

西東京しゃきしゃき体
操に関しては、体操を
通じた介護予防に関
する意識啓発の充実
を図る。（健康）

しゃきしゃき体操に関して
は月２回の講座を実施。
転倒予防など体操の効果
や、継続の必要性も伝え
ている（健康課）。

①達成
された

参加者を増やす（健
康課）。

しゃきしゃき体操講座は年
24回実施。転倒予防や筋
力アップの観点をお伝えし
ている。

②ほぼ
達成さ
れた

リピーターの参加が
多いため、新規の参
加者を増やしていく。

22
1-3-

(2)-①
63

地域支援事業に
おける介護予防
事業（二次予防

事業）

高齢者支援
課

地域
支援
係

［通所型介護予防事業］
二次予防事業対象者把握事業
において把握された二次予防事
業対象者に対し、介護予防を目
的とした通所による「運動器の機
能向上」「栄養改善」「口腔機能
の向上」「閉じこもり・認知症・う
つ予防」等のプログラムを実施し
ます。また、介護保険制度の改
正に伴う介護予防・日常生活支
援総合事業への移行に向けて、
効果的な実施内容の検討を行い
ます。
［訪問型介護予防事業］
二次予防事業対象者把握事業
において把握された二次予防事
業対象者の中で、閉じこもり、認
知症、うつ等のために通所して
事業に参加することが困難な方
には、理学療法士、管理栄養
士、歯科衛生士、看護師や保健
師が居宅等を訪問し、生活機能
に関する問題を総合的に把握・
評価し、必要な相談・援助を行い
ます。また、介護保険制度の改
正に伴う介護予防・日常生活支
援総合事業への移行に向けて、
効果的な実施内容の検討を行い
ます。

28年度より全ての高
齢者が対象となるた
め、内容・頻度の見
直し等を行う。

［通所型介護予防事業］
平成27年度までは引き続
き高齢者元気度アンケー
トによって二次予防事業
対象者把握事業において
把握された二次予防事業
対象者に対し、介護予防
を目的とした通所による
「運動器の機能向上」「栄
養改善」「口腔機能の向
上」「認知症」等のプログラ
ムを実施します。平成28
年度からは一般介護予防
事業として実施の予定で
ある。
［訪問型介護予防事業］
平成27年度までは引き続
き二次予防事業対象者へ
閉じこもり、認知症、うつ等
のために通所して事業に
参加することが困難な方
には、理学療法士、管理
栄養士、歯科衛生士、看
護師や保健師が居宅等を
訪問し、生活機能に関す
る問題を総合的に把握・
評価し、必要な相談・援助
を行います。

②ほぼ
達成さ
れた

一般介護予防事業
となり広く周知と内
容を精査していく。

一般介護予防事業へ移行
する。

⑤実施
していな
い

平成28年4月から一
般介護予防事業へ
移行する。参加を通
し、地域での継続し
た活動に取り組める
ように支援する。

23
1-3-

(2)-②
64

一般介護予防事
業

高齢者支援
課

地域
支援
係

介護保険制度の改正に伴い、従
来の介護予防事業から介護予
防・生活支援サービス事業に移
行します。
[介護予防把握事業]
収集した情報等の活用により、
閉じこもり等の何らかの支援を要
する者を把握し、介護予防活動
へつなげます。
[介護予防普及啓発事業]（再掲）
普及啓発パンフレットの配布や
ホームページ等への掲載、講演
会や研修会などにより、市民へ
の普及啓発を実施します。
[地域介護予防活動支援事業]
地域における住民主体の介護予
防活動の育成、支援を行いま
す。
[一般介護予防事業評価事業]
介護保険事業計画に定める目標
に対する達成状況等の検証を行
い、地域包括支援センター運営
協議会等において事業評価を行
います。
[地域リハビリテーション活動支
援事業]（新）
地域における介護予防の取組を
機能強化するために、通所、訪
問、地域ケア会議、サービス担
当者会議、住民運営の通いの場
等へのリハビリテーション専門職
の関与を促進します。

一般介護予防事業を
通し、市民が主体的
に介護予防に取り組
める。多職種が協働
し介護予防の支援を
行う。

[介護予防把握事業]平成
26年度二次予防事業対象
者に対し希望者へ講座実
施を行った。
[介護予防普及啓発事業]
うつ予防に関しては講演
会を実施。
[地域介護予防活動支援
事業]実施できていない。
[一般介護予防事業評価
事業]実施できていない。
[地域リハビリテーション活
動支援事業]地域のリハビ
リテーション職と今後の活
動展開について会議を
行った。

④達成
されてい
ない

総合事業開始に伴
い、自主性が高まる
講演会等の実施や
評価方法の検討を
行う。地域の多職種
とリハビリテーション
事業について検討会
を行う。事業所と協
働し介護予防支援を
実施可能かの検討
を行う。

[介護予防把握事業]
平成27年度に実施した高
齢者元気度アンケートの
未回収者への再訪問を実
施。
[介護予防普及啓発事業]
うつ予防、歯科関しては講
演会を実施。
[地域介護予防活動支援
事業]
実施できていない。
[一般介護予防事業評価
事業]
実施できていない。
[地域リハビリテーション活
動支援事業]
地域のリハビリテーション
職による地域ケア会議へ
の参加。

③あまり
達成さ
れてい
ない

地域の集いの場に
おいて円滑かつ継続
的に介護予防に取り
組めるように、地域
のリハビリテーション
職による支援を実施
することを検討する。

24
1-3-

(2)-③
64

地域の自主グ
ループの育成、
活動支援

高齢者支援
課

地域
支援
係

地域住民が身近な場所で気軽に
介護予防に取り組むことが出来
るように、介護予防のための自
主グループの立ち上げを支援し
ます。
また、活動を継続していく中で生
じた問題等について、相談の対
応や必要な支援を行います。

自主的に継続した取
り組みを行うことがで
きる。

自主グループの取り組み
の希望はなかった。

③あまり
達成さ
れてい
ない

自主グループ立ち上
げの希望があった場
合には支援、必要時
は周知を行う。

地域包括支援センターの
活動の中から、自主グ
ループが立ち上がった。

③あまり
達成さ
れてい
ない

主体的に取り組める
ように支援をしてい
く。

25
1-3-

(2)-④
64

介護予防事業対
象者の把握

高齢者支援
課

地域
支援
係

要支援に相当する状態等に該当
しないケースについて一般介護
予防事業の利用につなげるほ
か、民生委員やその他関係機関
など、地域の実情に応じて情報
を収集します。

介護予防が必要な高
齢者を早期に把握し
つなげる。

二次予防事業対象者への
説明会を実施した。

②ほぼ
達成さ
れた

一般介護予防事業
となり自主的な参加
となるため、市民へ
の啓発を充実させ
る。

一般介護予防事業へ移行
する。

⑤実施
していな
い

平成28年4月から一
般介護予防事業へ
移行となった。

26
1-3-

(2)-⑤
64

介護予防マネジ
メントの実施

高齢者支援
課

地域
支援
係

介護予防と自立支援の視点を踏
まえ、対象者の心身の状況、そ
の置かれている環境その他の状
況に応じて、対象者自らの選択
に基づきサービスが包括的かつ
効率的に実施されるよう、専門
的な視点から、必要な援助を行
います。

自立支援の視点をも
ち介護予防マネジメ
ントを実施する。

自立支援の視点で取り組
んではいるが、継続性の
点では取り組みがさらに
必要である。

③あまり
達成さ
れてい
ない

自立を含めた継続
性を持った取り組み
ができるような支援
が今後も必要であ
る。

自立支援、継続性を考え
てマネジメントを実施して
いる。

②ほぼ
達成さ
れた

地域で自立した生活
が継続できるように
マネジメントを行う。

27
1-3-

(2)-⑥
64

魅力ある継続性
を重視したプロ
グラムの研究

高齢者支援
課

地域
支援
係

効果的かつ継続しやすく、また楽
しくできる講座を提供事業者とと
もに研究しながら進めます。介護
予防講座終了後も継続してセル
フトレーニングができるようなプロ
グラムを提供します。

楽しみながら参加で
き、講座終了後も継
続した取り組みがで
きる。

講座によっては参加率が
少ないものもあり、今後内
容の変更等が必要であ
る。

③あまり
達成さ
れてい
ない

市民のニーズを捉
え、介護予防講座の
内容検討と参加率
アップへの取り組み
が必要。

講座により定員に達しな
い講座もあった。

③あまり
達成さ
れてい
ない

定員オーバーの講
座に関しては増設
と、定員割れに関し
ては見直しを行う。
楽しみながら参加で
きるように講座の内
容充実をはかる。

介護予防の必要性や大切さを多
様な媒体を通じて広報するととも
に、西東京しゃきしゃき体操の一
層の普及啓発を図ります。運動
機能に関する予防のみではな
く、栄養・口腔・精神面からの予
防の普及啓発を行います。
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28
1-3-

(2)-⑦
64

介護支援ボラン
ティア制度の実
施

高齢者支援
課

地域
支援
係

介護保険制度改正に伴い、新し
い介護予防・日常生活支援総合
事業への移行に向けて、先進市
の取組事例等を検証しながら、
西東京市に適するしくみを検討し
実施します。

平成２７年度に制度
設計、平成２８年度よ
り実施予定

ボランティアポイント制度
の制度設計を、社会福祉
協議会と検討。４つのメ
ニューより始めていく予
定。

②ほぼ
達成さ
れた

平成２７年度から、
介護支援ボランティ
ア制度説明会を、生
活支援コーディネー
ターを中心に実施。
ボランティアと利用
者のマッチングが今
後の課題。

平成28年度より、実施し、
300名の登録者がいる。
そのうち、　実人数189名
がポイント付与の対象とな
る活動を行なった。

②ほぼ
達成さ
れた

ボランティアの登録
者数に対して、活用
が追い付かず、登録
のみでポイントの付
与されていないボラ
ンティアもいることが
課題。ボランティアの
活用を拡大できるよ
う検討する。

29 2-1-① 65
提供事業者の参
入誘致の推進

高齢者支援
課

介護
指導
給付
係

身近なところで介護サービスが
利用できるよう、日常生活圏域
等を勘案し、地域密着型サービ
スを提供する事業者の参入誘致
を推進します。

小規模多機能型居宅
介護、認知症高齢者
グループホーム、定
期巡回・随時対応型
訪問介護看護の整備
目標を定めている。

小規模多機能型居宅と認
知症高齢者グループホー
ムについて、平成27年10
月に公募を行ったが、応
募事業者なしとなった。

④達成
されてい
ない

引き続き検討 公募実績なし
⑤実施
していな
い

引き続き検討

30 2-1-② 65
介護保険居宅
サービスの充実

高齢者支援
課

介護
指導
給付
係

居宅サービスについて、サービ
スの質の向上を図るとともに、利
用状況や利用意向を見極めなが
ら、新規事業者の参入を促進し
ます。

介護指導給付係では
地域密着型サービス
以外は特にありませ
ん。

- - - - - -

31 2-1-③ 65
介護保険連絡協
議会の充実

高齢者支援
課

相談
受付
係

介護保険関係者で組織した介護
保険連絡協議会は、居宅介護支
援事業者、訪問介護事業者、通
所介護・通所リハビリ事業者、住
宅改修・福祉用具事業者、介護
保険施設事業者等10 以上の分
科会を設置しています。それぞ
れの分科会は年間1回～ 12 回
程度開催し、行政からの情報提
供や講演会の開催等により事業
者のスキルアップを行うととも
に、事業者相互間の情報共有及
び連絡体制の整備を行っていま
す。今後も介護保険連絡協議会
の開催を積極的に支援し、また、
その内容も、事例検討、ワーク
ショップ、活動・研究発表などさま
ざまな形式を導入することによ
り、更なる内容の充実を図りま
す。

介護保険制度の円滑
な実施の為、関係機
関及び介護サービス
等提供事業者相互間
の情報交換・連携な
どの横断的な体制を
整備し、介護サービ
ス等の円滑な提供を
図る

「西東京市介護保険連絡
協議会」全体会及び各分
科会の開催により、情報
提供、講演会、事例検討
や合同分科会の開催等を
行い、事業者相互間の情
報共有及び連絡体制の整
備、スキルアップを図っ
た。

②ほぼ
達成さ
れた

関係機関及び介護
サービス等提供事業
者相互間の情報交
換・連携など横断的
な体制を整備し、介
護サービス等の円滑
な提供を図り、市全
体でのサービス向上
に努める。

「西東京市介護保険連絡
協議会」全体会及び各分
科会の開催により、情報
提供、講演会、事例検討
や合同分科会の開催等を
行い、事業者相互間の情
報共有及び連絡体制の整
備、スキルアップを図っ
た。

②ほぼ
達成さ
れた

関係機関及び介護
サービス等提供事業
者相互間の情報交
換・連携など横断的
な体制を整備し、介
護サービス等の円滑
な提供を図り、市全
体でのサービス向上
に努める。

32 2-1-④ 65
事業者情報の共
有化の推進

高齢者支援
課

相談
受付
係

サービス選択の機会を広げるた
め、介護保険連絡協議会を活用
して情報交換の場を拡大し、
サービス提供事業者に関する情
報の共有化に取り組みます。

ホームページの定期
更新、「介護保険事
業者ガイドブック」の
充実

「介護保険事業者ガイド
ブック」発行
ホームページの随時更新

②ほぼ
達成さ
れた

最新の情報を提供
できるように、ホーム
ページを随時更新す
る。

「介護保険事業者ガイド
ブック」発行
ホームページの随時更新

②ほぼ
達成さ
れた

最新の情報を提供
できるように、ホーム
ページを随時更新す
る。

33 2-1-⑤ 65

介護保険連絡協
議会参加事業者
情報提供の充実
及び事業者の参
加促進

高齢者支援
課

相談
受付
係

介護保険連絡協議会の参加事
業者を掲載した「介護保険事業
者ガイドブック」を発行し、市民へ
の配布とホームページへの掲載
により、最新の情報を積極的に
発信するとともに、新たな介護保
険事業者の参加を促進します。

介護保険連絡協議会
全体会及び各分科会
の充実、連携先の拡
大を図る

各分科会の役員会を設置
し、年間の計画を立てて活
動する。
合同で分科会を開催し、
情報共有や連携を図る

②ほぼ
達成さ
れた

参加事業所が増え、
分科会開催の会場
や時間設定等の調
整に時間を要する
会員のニーズも多様
化し、準備に時間を
要する

各分科会の役員会を設置
し、年間の計画を立てて
活動する。
合同で分科会を開催し、
情報共有や連携を図る

②ほぼ
達成さ
れた

参加事業所が増え、
分科会開催の会場
や時間設定等の調
整に時間を要する
会員のニーズも多様
化し、準備に時間を
要する

34 2-2-① 66
介護予防・日常
生活支援総合事
業の実施

高齢者支援
課

地域
支援
係

介護予防・日常生活支援総合事
業を行うために、介護予防や生
活支援サービスを担う社会福祉
法人、ＮＰＯ、民間企業、ボラン
ティア等の事業主体と連携しな
がら、多様な支援体制を構築し
ていく（仮称）生活支援コーディ
ネーターを配置します。

平成２７年度に制度
設計、平成２８年度よ
り実施予定

生活支援サービスにおけ
る市独自基準の策定等を
行う。

②ほぼ
達成さ
れた

課全体での取り組み
とならず、係単体で
準備を進めることの
むずかしさが課題。

平成28年4月より実施。
市独自基準のサービス設
置、住民主体のサービス
設置。
生活支援コーディネーター
を第１層に１名及び第２層
に４名配置。

②ほぼ
達成さ
れた

制度の周知や庁内
の体制、独自サービ
スの拡充が課題。

35 2-2-② 66
高齢者配食サー
ビス

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

65 歳以上の一人暮らしの方、65
歳以上の高齢者のみの世帯の
方、日中高齢者のみで過ごして
いる方で配食が必要と認められ
た方へ、バランスの良い食事と
見守りのために昼食を配達しま
す。

市民及び関係者への
適切な情報及びサー
ビスの提供

新規認定者　446人
対象者数　1,397人

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく。

新規認定者　484人
対象者数　1,412人

①達成
された

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく。

36 2-2-③ 66

高齢者緊急通報
システム・火災
安全システム等
の設置

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

慢性疾患により日常生活に注意
が必要な65 歳以上の一人暮ら
し高齢者等が安心して生活でき
るよう、家庭内での緊急事態を
受信センターへ通報できる機器
を設置し、救急・消防による救助
等へつなげます。また、心身機
能の低下に伴い防火の配慮が
必要な65 歳以上の一人暮らし
高齢者等に住宅用防災機器を
設置します。

市民及び関係者への
適切な情報及びサー
ビスの提供

高齢者緊急通報システム
新規設置数　14件
年度末設置数　117件
火災警報機　2件
自動消火装置　5件
電磁調理器　2件
ガス警報機　１件

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく。

高齢者緊急通報システム
新規設置数　8件
年度末設置数　105件
火災警報機　0件
自動消火装置　1件
電磁調理器　10件
ガス警報機　0件

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく

37 2-2-④ 66
高齢者入浴券の
支給

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

自宅に入浴設備のない65 歳以
上の一人暮らし高齢者と70 歳以
上の高齢者のみの世帯の方に
対し、健康保持と保健衛生の向
上を図るため、市内の公衆浴場
で利用できる入浴券を支給しま
す。

効果的な事業実施に
向けた検討

新規認定者　12人
年度末対象者　150人
発行枚数　17,663枚

③あまり
達成さ
れてい
ない

入浴券と類似事業
の対象者数の推移
の検証を行う。

福祉会館等の入浴者数と
入浴対象者数の経年推移
の調査を行った。

新規認定者　9人
年度末対象者　133人
発行枚数　16,133枚

③あまり
達成さ
れてい
ない

引き続き調査･検討
を進める。

38 2-2-⑤ 66

認知症及びねた
きり高齢者等紙
おむつ給付サー
ビス

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

ねたきり高齢者等のいる世帯の
精神的、経済的負担を軽減する
ため、在宅で常時おむつを使用
する方に紙おむつを給付します。
認知症により重度の介護が必要
な状態で、常時おむつを使用さ
れる方も紙おむつを給付します。

支給方法や対象要件
の見直しなどについ
て、検討する

新規認定者　403人
年度末対象者　1,040人

③あまり
達成さ
れてい
ない

対象要件、利用者負
担金等を検討するた
め、他サービスとあ
わせて、他市の調査
を行う。

対象要件、利用者負担金
等について、他市の現状
の調査を行った。

新規認定者　413人
年度末対象者　1,120人

③あまり
達成さ
れてい
ない

引き続き調査･検討
を進める。
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39 2-2-⑥ 66

高齢者等紙おむ
つ助成金交付 高齢者支援

課

高齢
者
サービ
ス係

医療保険適用の病院に入院し、
紙おむつの持ち込みが禁止で、
紙おむつ代を病院に支払ってい
る介護認定で要介護1以上の認
定を受けた高齢者等に助成金を
交付します。

市民及び関係者への
適切な情報及びサー
ビスの提供

助成件数　632件
②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく。

助成件数　636件
②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく。

40 2-2-⑦ 66
ねたきり高齢者
等寝具乾燥サー
ビス

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

65歳以上のねたきり高齢者等の
保健衛生の向上と介護負担を軽
減するため、寝具乾燥等のサー
ビスを実施します。

市民及び関係者への
適切な情報及びサー
ビスの提供

新規認定者　3人
年度末対象者　19人
実施延べ回数　136回

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく。

新規認定者　5人
年度末対象者　20人
実施延べ回数　141回

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく。

41 2-2-⑧ 66
ねたきり高齢者
理・美容券交付
サービス

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

65歳以上のねたきり高齢者の保
健衛生の向上と介護負担を軽減
するため、理・美容師が訪問して
調髪・顔そり、またはカット・シャ
ンプーを行うサービス券を交付し
ます。

市民及び関係者への
適切な情報及びサー
ビスの提供

新規認定者　99人
年度末対象者　209人
交付枚数　1,037枚
利用枚数　429枚

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく。

新規認定者　103人
年度末対象者　212人
交付枚数　1,098枚
利用枚数　446枚

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく。

42 2-2-⑨ 66
高齢者入浴サー
ビス

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

介護認定で要介護３以上の認定
を受けた65 歳以上の方で介護
保険の通所や訪問による入浴が
困難な方に、健康保持と保健衛
生の向上を図るため、通所によ
る専門施設での入浴サービスを
提供します。

市民及び関係者への
適切な情報及びサー
ビスの提供

利用実人数　4人
利用延べ回数　86人

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく。

利用実人数　２人
利用延べ回数　93人

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく。

43 2-2-⑩ 67
高齢者日常生活
用具等給付サー
ビス

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

介護認定で非該当（自立）、また
は要支援・要介護の認定を受け
た65 歳以上の高齢者に、在宅
生活の継続を支援するため、介
護保険サービスで対象外の日常
生活に必要と認められる難燃性
寝具、洗髪器、空気清浄機を給
付します。
介護認定で非該当（自立）となっ
た65 歳以上の高齢者に、介護
予防や在宅生活の継続を支援
するため、日常生活に必要と認
められる歩行補助杖、入浴補助
用具、スロープ、歩行器、手すり
を給付します。

情報提供の方法の検
討と品目の見直し

空気清浄器　1件

③あまり
達成さ
れてい
ない

情報提供方法の検
討と品目の見直しを
行う。

難燃性寝具　1件
空気清浄器　1件

③あまり
達成さ
れてい
ない

情報提供方法の検
討と品目の見直しを
行う。

44 2-2-⑪ 67
自立支援ホーム
ヘルプサービス

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

介護認定で非該当（自立）となっ
た65 歳以上の高齢者で、日常
生活において支援が必要と認め
られる方に、自立した在宅生活
の継続を支援するためにホーム
ヘルパーを派遣し、家事援助、
見守り、相談等のサービスを提
供します。
また、介護保険制度の改正に伴
う介護予防・日常生活支援総合
事業への移行に向けて、実施内
容の検討を行います。

介護保険制度の改正
に伴う介護予防・日
常生活支援総合事業
への移行を検討す
る。

対象人数　5人
派遣延べ回数　148回
※介護予防・日常生活支
援総合事業への移行につ
いて利用対象者への説明
を行った。

①達成
された

今年度末で事業終
了

介護保険制度の改正に伴
い、平成28年4月1日から
介護予防・日常生活支援
総合事業へ移行

- -

45 2-3-① 68
在宅療養、終末
期・看取りにつ
いての意識啓発

高齢者支援
課

在宅
療養
推進
係

市民に対して、医療分野、介護
分野のスタッフ又は在宅療養を
支えた経験のある家族からの話
を聞く講演会などを実施し、在宅
での療養や看取りについての理
解を深める取り組みを進めま
す。また、在宅療養に不安を持
つ本人や家族の相談に丁寧に
応じる体制を整えます。さらに、
事例検討会などを実施し、医療・
介護スタッフが看取りについて学
び、実践につながるよう資質の
向上を図ります。

さまざまな機会を設け
て、市民啓発を行う。
在宅療養推進協議会
に市民委員が参加す
る専門の部会を立ち
上げ、市民目線での
啓発を行う。

在宅療養推進協議会市民
協働啓発部会を設置し、
検討を始めた。

地域包括支援センター主
催の終末・看取りの講演
会の開催

③あまり
達成さ
れてい
ない

いざといううときでは
ないと、介護の問
題、死について話す
ことがタブー視され
ている。

在宅療養推進協議会の市
民との協働啓発部会にお
いて、在宅での療養や自
身や家族の最期について
話し合うことの重要性つい
て、市報に掲載する検討
を行っている。また、在宅
医療を実践している診療
所の医師を招く市民向け
の講演会の企画をすすめ
ている。

②ほぼ
達成さ
れた

死や介護問題がタ
ブー視されている中
でどのように伝えて
いくのか、今後とも市
民目線の啓発を継
続をしていく。

46 2-3-② 68
在宅療養を支え
るための体制の
構築

高齢者支援
課

在宅
療養
推進
係

在宅で療養する高齢者の生活の
質の維持向上のため、在宅医療
を担う地域の病院と診療所等、
医療機関間の連携を進めるとと
もに、急性増悪時等に入院する
ことができる病床の確保等、安
心して療養生活を送るための仕
組みづくりを進めます。

いざというときの入院
体制を構築すること
で、安心して在宅療
養をすることができ
る。また、最期を自宅
で迎えるｔことことがで
きる。病院と在宅の連
携体制も推進する

後方支援病床確保事業を
平成28年度より市の事業
へ移行する。

②ほぼ
達成さ
れた

市内５つの病院の協
力病院に拡充を図
る。

後方支援病床確保事業を
平成28年度より市の事業
へ移行し、事業対象者お
よび登録医師の要件を拡
大した。
また、後方支援病院を市
内５つの病院に拡充した。

②ほぼ
達成さ
れた

事業対象者の拡大
や、後方支援病院の
拡充後、事業の利用
率をどのように上げ
るか検討が必要。

47 2-3-③ 68

多職種の連携に
よる顔の見える
関係づくりの構
築

高齢者支援
課

在宅
療養
推進
係

医療・介護等に従事する多職種
のスタッフが、会議、研修会、講
習会、交流会等を通じ相互の理
解と知識向上に努め、在宅で療
養する高齢者の立場に立って、
切れ目のない医療及び介護の
サービスを提供できるよう、顔の
見える連携体制を構築します。

多職種がお互いを尊
重し合い、連携するこ
とにより、継続的、包
括的な支援を可能と
する。

在宅療養推進協議会連携
のしくみづくり部会を立ち
上げ、連携についての検
討を始める

先進的に取り組んでいる
自治体の視察を行い勉強
する。

③あまり
達成さ
れてい
ない

いつも参加をしない
層を参加できるよう
にするしくみを考える
必要がある。

在宅療養推進協議会の連
携のしくみづくり部会にお
いて、多職種連携につい
ての検討を始め、複数の
多職種研修の平成29年度
中の実施に向けた検討を
進めている。

②ほぼ
達成さ
れた

研修会参加者への
周知や、普段研修会
に参加してこなかっ
た専門職をどのよう
に参加させるか、手
法の検討が必要。

48 2-3-④ 68
多職種連携のた
めの情報共有の
しくみづくり

高齢者支援
課

在宅
療養
推進
係

多職種が在宅で療養する高齢者
の情報を円滑に共有するため
に、入退院時や在宅療養時の情
報共有のルール作りや、情報共
有に係るシステムの在り方につ
いて検討し、多職種で共通に活
用できる仕組みづくりを図りま
す。

多職種が連携しやす
いように情報共有
ツールを活用する。

西東京市医師会がＩＣＴを
活用した情報共有につい
ての試行を行う。

どのような情報共有ツー
ルのニーズがあるか把握
する

④達成
されてい
ない

ＩＣＴについては今後
さらに進化していく可
能性があるので、市
として共通のものに
する場合には慎重に
行う必要がある。

西東京市医師会がＩＣＴを
活用した情報共有につい
ての試行を行う。
どのような情報共有ツー
ルのニーズがあるか把握
する。

②ほぼ
達成さ
れた

今後、市としてもICT
の活用を含め、実際
の検討を始める必要
がある。
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49 2-3-⑤ 68
在宅歯科医療連
携の推進

健康課
高齢者支援
課

健康
課

長期の療養生活を必要とする利
用者の口腔状態を把握し、早期
の治療を促すとともに、その家族
に対しても、定期的な口腔ケア
の普及啓発等を行い、歯科医療
と多職種との連携を進めます。

在宅歯科医療連携体
制の活用状況を確認
し、課題があれば解
決策を模索していく。

在宅歯科健診　12件
在宅歯科診療　10件
研修会開催　3回

②ほぼ
達成さ
れた

摂食嚥下機能や口
腔ケア、連携につい
て引き続き関係者や
市民への啓発普及
に努める。

在宅歯科健診　4件
在宅歯科診療　9件
研修会開催　3回

②ほぼ
達成さ
れた

摂食嚥下機能や口
腔ケア、連携につい
て引き続き関係者や
市民への啓発普及
に努める。

50 2-3-⑥ 68
地域リハビリ
テーションネット
ワークの 強化

健康課
高齢者支援
課

健康
課
高齢
者支
援課
地域
支援
係

住み慣れた地域で、自分らしく生
活を続けるためのリハビリテー
ションの充実を図ります。急性期
から回復期・維持期に至るまで、
効果的なリハビリテーションの利
用ができるように、病院や施設、
在宅に係る多職種が、ネットワー
クの構築を目指し、地域住民も
含めた総合的な地域支援体制づ
くりに取り組みます。

庁内検討委員会、検
討作業部会を設置
し、ネットワーク化に
関する仕組むづくりに
取り組む。具体的に
は多職種の意見交換
会や講演会（勉強会）
の開催に取り組む。

症例検討会・講演会の実
施を通して、多職種業務
の理解を深め、顔の見え
る関係づくりに努めた。講
演会は医師会と連携し、
在宅医療に携わる医師に
講師をお願いした。
意見交換会　24名
講演会　80名

②ほぼ
達成さ
れた

ケアマネジャーの参
加が少ないため、ア
ンケート調査を実施
し、意見交換会や講
演会の内容について
検討していく。

事前にケママネジャーに
アンケート調査を実施し、
内容について検討した。
今年度は多くのケアマネ
ジャーの参加があった。
意見交換会　　　　39名
グループワーク　　37名

②ほぼ
達成さ
れた

在宅医師との連携づ
くりについて検討す
る。

51 2-4-① 69
小規模多機能型
居宅介護サービ
スの充実

高齢者支援
課

介護
指導
給付
係

利用者が安心して自宅で生活で
きるよう、「通い」を中心として、
利用者の状態や希望に応じて
「訪問」や「泊まり」を組み合わせ
たサービスを提供する小規模多
機能型居宅介護サービスの充実
を図ります。

南部圏域に１箇所整
備目標を定めてい
る。

小規模多機能型居宅と認
知症高齢者グループホー
ムについて、平成27年10
月に公募を行ったが、応
募事業者なしとなった。

④達成
されてい
ない

引き続き検討 公募実績なし
⑤実施
していな
い

引き続き検討

52 2-4-② 69

定期巡回・随時
対応型訪問介護
看護サービスの
導入

高齢者支援
課

介護
指導
給付
係

日中・夜間を通じて、訪問介護と
訪問看護の連携の下で、短時間
の定期巡回型訪問と通報システ
ムによる随時対応等を適宜・適
切に組み合わせた新たなサービ
スの導入を目指します。

導入に向けて検討を
行う。

なし 公募実績なし
⑤実施
していな
い

引き続き検討

53 2-4-③ 69
地域密着型サー
ビスの指導検査
体制の強化

高齢者支援
課
生活福祉課
（平成28年度
に移管）

介護
指導
給付
係

給付の適正化を図るため、近隣
市とも情報を共有しながら、指導
検査体制を強化していきます。

指導検査体制の強化
を図っていく。

実地指導の実施
認知症高齢者グループ
ホーム　2事業所

①達成
された

生活福祉課への引
継ぎ

地域密着型事業所検査を
年間10事業所実施した。

①達成
された

検査実施体制の強
化、充実

54
3-1-

(1)-①
70

地域での支え合
い活動の推進

生活福祉課
高齢者支援
課

地域が抱える様々な問題の解決
や、介護保険制度の改正に伴い
住民主体の相互の助け合いの
必要性が高まる中で、既存の地
域の支え合いに関する事業
（「ほっとするネットワークシステ
ム」「ふれあいのまちづくり事業」
「ささえあいネットワーク」等）間
の連携を強化して、支え合い活
動の促進・支援・育成に積極的
に取り組むとともに、システムの
統合や再構築等についても検討
を行います。

ほっとネットほか、他
のネットワーク事業と
の連携を強化し、地
域での相談支援、課
題解決能力の向上を
図る。

ほっとネットにおいては、
他の事業や社会資源との
連携を強化し、課題解決
能力の向上を図った。

②ほぼ
達成さ
れた

それぞれの事業の
性質により、事業の
整理又は、統合も検
討する必要がある。

ほっとネットの地域福祉
コーディネーターが中心と
なって、他のネットワーク
事業や社会資源との連携
を図りし、地域の課題解を
図った。

①達成
された

他のネットワーク事
業との連携強化を図
ると同時に、ネット
ワーク事業の整理統
合を含めた再構築を
図ることが必要とな
る。

55
3-1-

(1)-②
70

多世代の交流促
進

高齢者支援
課

地域
支援
係

多世代交流を進めるため、さま
ざまな年代が参加できる老人福
祉センターの事業や地域イベント
の開催、高齢者クラブの幼稚園・
小中学校の訪問、幼稚園・小中
学生の高齢者施設の訪問などを
実施します。

他世代交流の機会を
促進していく。

各福祉会館の実施してい
る演芸大会に、地域の児
童等の参加、高齢者クラ
ブの小学校訪問

③あまり
達成さ
れてい
ない

幼稚園、小中学生の
高齢者施設訪問に
ついては、教育委員
会との連携を図る必
要がる。

各福祉会館の実施してい
る演芸大会に、地域の児
童等の参加、高齢者クラ
ブの小学校訪問

③あまり
達成さ
れてい
ない

幼稚園、小中学生の
高齢者施設訪問に
ついては、教育委員
会との連携を図る必
要がある。

56
3-1-

(1)-③
71

ＮＰＯ等の育成・
連携

高齢者支援
課　　協働コ
ミュニティ課

協働コ
ミュニ
ティ課

市民協働推進セン
ターでは、市民や市
民活動団体、地縁団
体等が相互に連携で
きる仕組みづくり、市
民活動に関する相談
に応じるとともに、現
在活動している市民
活動団体の情報及び
市民活動に関連する
情報の集約・発信を
継続的に実施してい
く。

市民協働推進センタ事業
として、「お父さんお帰りな
さいパーティ」「ゆめこらぼ
ミディ」を実施し、新たな活
動の担い手の育成、市民
活動の活性化を図った。

①達成
された

今後も、継続的に新
たな活動の担い手
の育成、市民活動の
活性化を図る事業を
実施していく。

市民協働推進センター事
業として、「お父さんお帰り
なさいパーティー」「ゆめこ
らぼミディ」「地域活動紹
介ゆめサロン」を実施し、
新たな活動の担い手の獲
得・育成、市民活動の活
性化を図った。

①達成
された

今後も、継続的に新
たな活動の担い手
の育成、市民活動の
活性化を図る事業を
実施していく。

地域
支援
係

平成２７年度に制度
設計、平成２８年度よ
り実施予定

生活支援サービスにおけ
る市住民主体型の訪問型
サービスや通所型サービ
スの基準等の策定等を行
う。

②ほぼ
達成さ
れた

課全体での取り組み
とならず、係単体で
準備を進めることの
むずかしさが課題。

■住民主体型の通所型
サービス
（街中いこいーなサロン）
を平成２８年４月より実施
し、登録団体は、平成２９
年４月１日現在20団体。
■住民主体型訪問サービ
スを平成２８年４月より実
施。社会福祉協議会のふ
れまち助け合い活動によ
る生活支援サービスを実
施。現在7拠点。

②ほぼ
達成さ
れた

通所型・訪問型につ
いて、市内全域に拡
充する必要がある。

57
3-1-

(1)-④
71

ボランティアの
育成・活用

生活福祉課
高齢者支援
課

生活
福祉
課

ボランティア市民活動
センターを中心にボラ
ンティアニーズに応え
られるようテーマごと
にボランティア講座を
開催し、広くボラン
ティアを確保するため
の講座を開催する。

社会福祉協議会への補助
金を通じ、ボランティア・市
民活動センターに対し補
助金を交付し、活動を支
援した。

①達成
された

ニーズに応じたボラ
ンティアを派遣でき
るよう分野ごとの登
録者の養成に努め
る。

社会福祉協議会への補助
金を通じ、ボランティア・市
民活動センターに対し補
助金を交付し、活動を支
援した。

①達成
された

ニーズに応じたボラ
ンティアを派遣でき
るよう分野ごとの登
録者の養成に努め
る。

住民同士が支え、助け合う活動
を充実させるため、社会福祉協
議会のボランティア・市民活動セ
ンターのほか市の各種事業にお
いてもボランティアの育成、活用
の機会の拡充を図ります。また、
こうしたボランティアのコーディ
ネートの機能を一層充実させ、
施設や特定の活動に限らず、地
域のさまざまな課題解決におい
て活躍してもらえるようなしくみづ
くりに取り組みます。

西東京市のＮＰＯ等の多くは、社
会貢献意向に基づいた活動に取
り組んでいますが、ＮＰＯ等への
さまざまな支援を行い、新たな活
動の担い手の育成や市民活動
のより一層の活性化を図ります。
また、介護保険制度改正に伴う
新しい介護予防・日常生活支援
総合事業において多様なサービ
スが提供できるように、その担い
手となるＮＰＯ等の活動支援につ
いて、担当部局と連携して取り組
みます。
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目標
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今後の課題と対応
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頁 施策名 課名 施策内容
係名
（課
名）

地域
支援
係

平成２７年度に制度
設計、平成２８年度よ
り実施予定

生活支援サービスにおけ
る市住民主体型の訪問型
サービスや通所型サービ
スの基準等の策定等を行
う。

②ほぼ
達成さ
れた

課全体での取り組み
とならず、係単体で
準備を進めることの
むずかしさが課題。

■住民主体型の通所型
サービス
（街中いこいーなサロン）
を平成２８年４月より実施
し、登録団体は、平成２９
年４月１日現在20団体。
■住民主体型訪問サービ
スを平成２８年４月より実
施。社会福祉協議会のふ
れまち助け合い活動によ
る生活支援サービスを実
施。現在7拠点。

②ほぼ
達成さ
れた

通所型・訪問型につ
いて、市内全域に拡
充する必要がある。

58
3-1-

(2)-①
71

「ささえあいネッ
トワーク」の推進

生活福祉課
高齢者支援
課

生活
福祉
課

ほっとネットほか、他
のネットワーク事業と
の連携を強化し、地
域での相談支援、課
題解決能力の向上を
図る。

ほっとネットにおいては、
他の事業や社会資源との
連携を強化し、課題解決
能力の向上を図った。

①達成
された

より他の事業との連
携、市民の協力を得
ることにより、より効
果的な事業展開を
図る必要がある。

ほっとネットの地域福祉
コーディネーターが中心と
なって、他のネットワーク
事業や社会資源との連携
を図りし、地域の課題解を
図った。

①達成
された

他のネットワーク事
業との連携強化を図
ると同時に、ネット
ワーク事業の整理統
合を含めた再構築を
図ることが必要とな
る。

地域
支援
係

これまでの協力員・協
力団体によるゆるや
かな見守り体制や、
訪問協力員による見
守り活動に加え、電
子メールを使用した
見守りサービス等、新
たな見守り方法の検
討・実施を行う。

訪問協力員315名
協力員1,208名
協力団体188団体

（モデル事業）
メール見守り協力員2名

③あまり
達成さ
れてい
ない

協力員、訪問協力員
が前年度と比較して
減少しており、新た
な協力者を得るため
の広報を行い、ネッ
トワークの強化を図
る必要がある。
また、前年度よりモ
デル事業として実施
したメール見守りに
ついて、全市的な実
施に至っておらず、
全市的な取組に向
けた工夫が必要であ
る。

訪問協力員  ２８６名
協力員　1,356 名
協力団体 201 団体

（モデル事業）
メール見守り協力員11名

③あまり
達成さ
れてい
ない

協力員、訪問協力員
が前年度と比較して
減少しており、新た
な協力者を得るため
の広報を行い、ネッ
トワークの強化を図
る必要がある。
また、平成26年度よ
りモデル事業として
実施しているメール
見守りについて、全
市的な実施に向け
て、協力員の養成研
修を実施したため、
今後は利用者の募
集も実施する。

59
3-1-

(2)-②
71

高齢者生活状況
調査の実施

高齢者支援
課

地域
支援
係

住み慣れた地域で安心して暮ら
していけるよう見守りの体制を形
成するため、民生委員等と協力
し、高齢者の生活状況や健康状
態等の調査を実施します。調査
結果は、緊急時の対応や介護・
福祉サービスの検討にも活かし
ます。

調査結果から地域課
題の分析を行い、必
要な資源の把握等へ
つなげていく。

二次予防把握事業と共に
実施。調査対象：①介護
保険認定を受けていない
70歳以上の市民、24,675
名。回収率87％②65～69
歳の住民基本台帳上一人
世帯の市民、2,579名。回
収率51.7％

①達成
された

未回収者への状況
確認方法を検討。

未回収者への訪問回収を
実施した。

②ほぼ
達成さ
れた

再度、回収できな
かった方への対応を
検討する。回収した
データを活用する。

60
3-1-

(3)-①
72

地域活動の拠点
の整備（社会福
祉協議会との連
携）

生活福祉課
高齢者支援
課

生活
福祉
課

ふれあいのまちづくり
事業の活動拠点を地
域住民の主体的な活
動の場としてより多く
の者が有効に活用で
きるよう支援する。

年度内に新たに1か所の
拠点を整備した。　拠点
数：7　利用回数：1554

②ほぼ
達成さ
れた

当面の目標である８
か所の目の拠点の
整備を目指す。

当面の目標である市内８
箇所の拠点の整備に向け
て候補地を選定した、現
在7箇所を整備済みであ
り、活用されている。

②ほぼ
達成さ
れた

当面の目標である８
か所の目の拠点の
整備を目指す。

地域
支援
係

平成２７年度に制度
設計、平成２８年度よ
り実施予定

生活支援サービスにおけ
る市住民主体型の通所型
サービスの基準等の策定
等を行う。

②ほぼ
達成さ
れた

課全体での取り組み
とならず、係単体で
準備を進めることの
むずかしさが課題。

■住民主体型の通所型
サービス
（街中いこいーなサロン）
を平成２８年４月より実施
し、登録団体は、平成２９
年４月１日現在20団体。
■住民主体型訪問サービ
スを平成２８年４月より実
施。社会福祉協議会のふ
れまち助け合い活動によ
る生活支援サービスを実
施。

②ほぼ
達成さ
れた

通所型・訪問型につ
いて、市内全域に拡
充する必要がある。

61
3-1-

(3)-②
72

地域の見守り活
動の充実

高齢者支援
課

地域
支援
係

高齢者の見守りネットワークであ
る「ささえあいネットワーク」のしく
みについて、自治会・町内会をは
じめとした地域の様々な団体及
び事業所に普及啓発を行い、さ
さえあい協力団体として登録・活
動してもらうことで、きめ細やか
なネットワークの構築を目指しま
す。また、民生委員や地域包括
支援センター等と連携し、地域の
見守り活動の充実を図ります。

協力員・協力団体・民
生委員・包括職員の
つながりを作るととも
に、見守り活動につ
いての理解を深め、
より多くの方に参加し
ていただけるように、
包括毎に年２回以上
懇話会を実施する。

包括毎の懇話会を計16回
実施し、日頃の活動につ
いての情報交換や、活動
に役立つテーマについて
の勉強会を行った。
また、年度末の懇話会で
は、平成28年度より事業
実施の一部が地域サポー
トりんくに移行する旨を説
明、関係する事業や資源
と連携するための準備を
行なった。

②ほぼ
達成さ
れた

今後も年２回以上の
懇話会実施を継続
し、併せて、より多く
の協力員・協力団
体・訪問協力員が参
加できるような工夫
を行なう。

包括圏域毎に年二回ず
つ、計16回の懇話会を、
グループワーク形式にて、
日頃の活動についての情
報交換や、活動に役立つ
テーマについての勉強会
を行った。

②ほぼ
達成さ
れた

今後も年２回以上の
懇話会実施を継続
し、併せて、より多く
の協力員・協力団
体・訪問協力員が参
加できるような工夫
を行なう。

62
3-1-

(3)-③
72

地域ネットワーク
連絡会の推進

高齢者支援
課

地域
支援
係

個別ケースの課題分析等を行う
ことによって地域課題を把握し、
地域住民をはじめとする様々な
関係機関と連携して、地域づくり
や社会資源の開発・充実等の検
討を行います。

地域課題を圏域ごと
に抽出し、関係機関
を協働しながら情報
共有・取り組みを行
う。

圏域ごとに地域ネットワー
ク連絡会を年４回実施し、
地域課題の共有と解決に
向けての取り組みを行っ
た。

②ほぼ
達成さ
れた

更に課題を地域に根
差したものとするた
め、包括ごとの実施
とするかを検討す
る。

地域ケア会議と名称を変
更し、各包括ごとに個別課
題解決のための会議及び
地域課題解決に向けた会
議を実施した。

②ほぼ
達成さ
れた

地域課題解決に向
けた会議の発展と地
域づくりにつなげる
取り組みについて検
討する。

63
3-2-

(1)-①
73

認知症支援コー
ディネーターの
配置

高齢者支援
課

地域
支援
係

市に認知症支援コーディネー
ターを配置し、認知症の疑いの
ある方を把握、訪問し、状態に応
じて適切な医療・介護サービスに
繋ぎます。このような取組でも解
決できない方については、北多
摩北部医療圏の認知症疾患医
療センターに配置する認知症ア
ウトリーチチームと協働し、認知
症の早期発見・早期診断に取り
組んでいきます。

医療、介護が必要な
認知症の疑いのある
方を発見し、必要な
支援に繋ぐ。

相談件数：４件
うちアウトリーチチームと
協働し訪問した件数：２件

③あまり
達成さ
れてい
ない

認知症コーディネー
ター事業の周知方法
を検討する。

相談件数：2件
うちアウトリーチチームと
協働し訪問した件数：２件

③あまり
達成さ
れてい
ない

他事業とのすみわけ
を明確にしつつ、認
知症の方、認知症の
疑いのある方の支援
を行う。

64
3-2-

(1)-②
73

認知症サポー
ター養成講座の
実施

高齢者支援
課

地域
支援
係

認知症になっても、住み慣れた
地域で安心して生活できるよう、
地域の方が認知症について正し
く理解し、本人や家族を温かく見
守り、できる範囲で支援する「認
知症サポーター」を養成します。
市内の学校や自治会、町内会、
事業所等への働きかけを進め、
認知症サポーター養成講座の実
施を多様な世代に広げていきま
す。

①地域包括支援セン
ター毎に最低年１回
は開催する。
　随時の出前講座を
実施する。
②サポーター数を増
やす
③小学校・中学校へ
の全校実施

①各地域包括支援セン
ターで年１回市民向けに
実施。
随時出張講座という形で
実施した。
②平成27年度末時点でサ
ポーター数12,837名
③小学校：８校、中学校：２
校に講座を実施

②ほぼ
達成さ
れた

一般向けの養成講
座だけでなく、小学
校・中学校への働き
かけに力を入れて進
めていく。

①各地域包括支援セン
ターで年１回市民向けに
実施。
随時出張講座という形で
実施した。
②平成28年度末時点でサ
ポーター数15,297名
③小学校：８校、中学校：６
校に講座を実施

②ほぼ
達成さ
れた

これまで実施してき
た場所に加え、商店
や訪問を行っている
職種など、高齢者と
身近に接している事
業者への講座開催
の働きかけを行う。

支え合う地域社会の形成の土台
として、サロンや、いきいきミニデ
イなどの、地域住民が集い、交
流し、生きがい活動を行う場や拠
点を増やし、より多くの住民が集
まれるよう支援します。また、地
域住民が地域の相談に応じるな
ど地域課題の解決に取り組み、
地域の拠点が地域住民の主体
的な活動の場となることができる
よう支援します。

住民同士が支え、助け合う活動
を充実させるため、社会福祉協
議会のボランティア・市民活動セ
ンターのほか市の各種事業にお
いてもボランティアの育成、活用
の機会の拡充を図ります。また、
こうしたボランティアのコーディ
ネートの機能を一層充実させ、
施設や特定の活動に限らず、地
域のさまざまな課題解決におい
て活躍してもらえるようなしくみづ
くりに取り組みます。

高齢者が住み慣れた地域でいつ
までも安心して暮らしていけるよ
うに、地域住民、事業所、自治会
等と地域包括支援センター、民
生委員、市等が連携して高齢者
の見守りを行うしくみとして「ささ
えあいネットワーク」の構築に取
り組みます。地域全体で高齢者
を見守り、早期発見・早期支援に
つなげる「ゆるやかな見守り」と、
訪問等による定期的な見守りを
行う「ささえあい訪問サービス」を
実施します。また、電子メールを
使用した見守りサービス等、新た
な見守り方法の検討を行うととも
に、「ほっとするまちネットワーク
システム」や「ふれあいのまちづ
くり事業」との連携を強化し、一
人でも多くの方に見守りの目が
行き届くように、ネットワークの充
実を図ります。

8 ページ



実施状況
目標

達成度
今後の課題と対応

策
実施状況

目標
達成度

今後の課題と対応
策

実施状況

平成27年度 平成28年度
目標№

現計画
の体系

頁 施策名 課名 施策内容
係名
（課
名）

65
3-2-

(1)-③
73

認知症サポー
ターの支援

高齢者支援
課

地域
支援
係

「認知症サポーター」の養成に積
極的に取り組み、約10,000人の
認知症サポーターが誕生しまし
た。今後は、市が行う事業や地
域の社会資源と連携して、認知
症サポーターの活動支援を図っ
ていきます。

ボランティア登録者数
を増やす
認知症サポーター・ボ
ランティアを活用す
る。

平成27年度新規ボラン
ティア登録者：29名
（ステップアップ講座受講
者のうち希望者が登録）
小学校認知症サポーター
養成講座、ウォーキング、
徘徊模擬訓練等の補助を
行った。

②ほぼ
達成さ
れた

ボランティアの登録
者数に対して、活用
が追い付いていな
い。ボランティアの活
用を拡大できるよう
検討

平成28年度新規ボラン
ティア登録者：44名
（ステップアップ講座受講
者のうち６割が登録）
小学校・中学校認知症サ
ポーター養成講座、徘徊
模擬訓練等の補助を行っ
た。

②ほぼ
達成さ
れた

ボランティアの登録
者数に対して、活用
が追い付いていな
い。ボランティアの活
用を拡大できるよう
検討

66
3-2-

(1)-④
73

健康相談体制の
充実（かかりつ
け医との連携）

健康課
高齢者支援
課

地域
支援
係

医師会と連携し、認
知症の早期診断・早
期治療のための仕組
みづくりについて検討
する。

医療マップを市内各所に
配布し、近隣住民に医療
機関情報を提供できた。ま
た、ホームページでも情報
を提供できた。

②ほぼ
達成さ
れた

ホームページ上の医
療機関情報を適宜
更新し、わかりやすく
する。

認知症初期集中支援チー
ムの事業開始に向けて認
知症支援部会において、
事業実施方法の検討を
行った。

②ほぼ
達成さ
れた

平成29年度に事業
展開予定

66
3-2-

(1)-④
73

健康相談体制の
充実（かかりつ
け医との連携）

健康課
高齢者支援
課

健康
課

医師会と連携し、認
知症の早期診断・早
期治療のための仕組
みづくりについて検討
する。

H28から健康事業ガイドと
医療マップを一体化し、冊
子として全戸・市内各所に
配布し、市民に医療情報
を提供できた。また、ホー
ムページでも情報を提供
できた。

②ほぼ
達成さ
れた

ホームページ上の医
療機関情報を適宜
更新し、わかりやすく
する。

H28から健康事業ガイドと
医療マップを一体化し、冊
子として全戸・市内各所に
配布し、市民に医療情報
を提供できた。また、ホー
ムページでも情報を提供
できた。

②ほぼ
達成さ
れた

引続きホームページ
上の医療機関情報
を適宜更新し、わか
りやすくする。

67
3-2-

(1)-⑤
73

認知症高齢者徘
徊位置探索サー
ビス

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

徘徊位置を早期に発見し、安全
を確保することに役立てるととも
に、介護者の負担の軽減を図る
ため、65歳以上で認知症による
徘徊行動が著しく、介護認定で
要支援・要介護の認定を受けた
高齢者を介護する方に、徘徊位
置探索サービスを提供します。

市民及び関係者への
適切な情報及びサー
ビスの提供

新規設置数　14人
廃止数　13人
年度末利用人数　25人

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく。

新規設置数　12人
廃止数　5人
年度末利用人数　32人

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、適切な情
報及びサービスの提
供を実施していく。

68
3-2-

(2)-①
74

認知症予防に関
する意識啓発及
び講座等の実施

高齢者支援
課

地域
支援
係

認知症を予防するための知識を
幅広く地域住民に普及・啓発し、
日常生活の中での生活習慣病を
予防する意識の向上を図るとと
もに、認知症への理解を深めま
す。

①年１回の開催

②参加人数　15人

・物忘れ予防教室の実施
（参加人数20名）
・植物作り教室（認知症予
防）の実施
（参加人数20名）
・目・脳・体いきいきトレー
ニング（認知症予防）の実
施
（参加人数30名）

①達成
された

平成28年度は内容
を変更して開催予定

・デュアルタスクによる認
知症予防講座の実施(参
加人数44名)　・植物作り
教室(認知症予防)の実施
(参加人数11名)

①達成
された

引き続き同様に実施
予定

69
3-2-

(2)-②
74

認知症ケアの普
及啓発

高齢者支援
課

地域
支援
係

より多くの市民が認知症の症状・
メカニズムを知り、認知症ケアの
基本（見守り、観察、健康管理、
興味・関心を深める、気分転換）
などを理解するため、パンフレッ
トの配布とホームページの掲載、
講演会を実施するなどにより普
及啓発を進めます。

認知症講演会の開催
や認知症サポーター
養成講座の実施によ
り、より多くの市民に
認知症及び認知症ケ
アについて理解しても
らえるよう努める。

認知症講演会の開催（参
加人数217人）

認知症サポーター養成講
座の開催（受講者数2,326
人）

①達成
された

平成28年度の講演
会は内容を見直して
開催予定

認知症講演会の開催（参
加人数103人）

認知症サポーター養成講
座の開催（受講者数2,460
人）

①達成
された

平成29年度の認知
症講演会は内容を
見直して開催予定

70
3-2-

(3)-①
74

若年性認知症施
策の推進

高齢者支援
課　　障害福
祉課

地域
支援
係

居宅介護支援事業者分科
会で若年性認知症の方と
の関わりについてのアン
ケート調査を実施した。

③あまり
達成さ
れてい
ない

引き続き居宅介護支
援事業者分科会等
で周知を図るととも
に現状を把握してい
く。

居宅介護支援事業者分科
会で若年性認知症の方と
の関わりについてのアン
ケート調査を実施した。

③あまり
達成さ
れてい
ない

若年性認知症の現
状を把握し、施策の
推進について検討を
行う。

障害
福祉
課

高齢者支援課との連携事
業は行っていないが、相
談支援センターえぽっくを
中心に若年性認知につい
ての連携を図るよう努めて
いる。

③あまり
達成さ
れてい
ない

今後も連携を図るよ
う努める。

高齢者支援課との連携事
業は行っていないが、相
談支援センターえぽっくに
おいて相談の内容により、
必要な場合は話をつなぐ
など連携を図っている。

③あまり
達成さ
れてい
ない

今後も連携を図るよ
う努める。

71
3-2-

(3)-②
74

標準的な認知症
ケアパスの作
成・普及

高齢者支援
課

地域
支援
係

認知症高齢者を支える取組を整
理し、疾患の進行に合わせてど
のような医療・介護サービスを受
けることができるのかを明示し、
過不足のある支援については新
たに社会資源を整備し、現存す
る社会資源の機能拡充、統合に
ついて検討します。

平成29年度までに認
知症ケアパスの作
成・配布を行う。

認知症支援に関する社会
資源の情報収集を行っ
た。

③あまり
達成さ
れてい
ない

完成に向けて具体
的なケアパス作成に
取り組む。

平成28年度末、認知症ケ
アパスを作成。

①達成
された

平成29年度配付を
行う。

72
3-2-

(3)-③
74

障害者施策から
高齢者施策まで
切れ目のない支
援

高齢者支援
課
障害福祉課

地域
支援
係

富士町福祉会館と保谷障害者福
祉センターとの合築について、合
築施設の機能・規模等の検討を
継続します。

健康福祉部内で検討 他市等の事例研究
④達成

されてい
ない

総合計画の後期で
実施予定

他市等の事例研究
④達成
されてい
ない

総合計画の後期で
実施予定

障害福祉課
障害
福祉
課

― ― ―

地域包括ケアシステムの
構築にあたり、中核的機
能を果たす施設としての
機能・規模等のあり方を調
査・検討した。

②ほぼ
達成さ
れた

●高齢者施策と障
害者施策における同
種のサービスを提供
した場合の利用者負
担のあり方の検討。
●年次目標の設定

73
3-3-

(1)-①
75

家族会・介護者
のつどいの支援

高齢者支援
課

相談
受付
係(２８
年度
から）

家族介護者が日常の不安などを
解消できるように、高齢者を介護
している家族同士が集い交流の
機会や、情報提供や学びの機会
としてサロンの開設や、ケアにつ
いて正しく理解してもらうために
講習会を実施するなど、場・機会
の提供に向けて取り組んでいき
ます。

市内の全包括で定期
的に家族会を開催
し、介護者の負担軽
減に努める。

全包括で年62回実施して
いる。

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き全包括での
家族会の開催を継
続していくとともに、
課題の把握も行って
いく。

全包括で実施している。
①達成
された

引き続き全包括での
家族会の開催を継
続していくとともに、
課題の把握も行って
いく。

認知症の早期発見のためには、
日頃から市民と関わる機会の多
い、かかりつけ医の役割が重要
です。そのため、かかりつけ医が
認知症の早期発見のための知
識やスキルを向上させるための
情報提供、研修会の実施を支援
します。そして、かかりつけ医が
市内の健康相談窓口や医療機
関等の地域資源と連携を深める
ことによって、認知症の早期発見
から早期治療につなげるしくみづ
くりを進めます。

市民対象に若年性認
知症についての講演
会の開催や若年性認
知症家族会の立ち上
げ支援の実施を計画

していく。

若年性認知症の特性に配慮し、
障害福祉課と連携して支援のた
めのハンドブックを作成し、配布
するとともに、家族の集いや講演
会の開催、若年性認知症デイ
サービスなどのサポート体制づく
りを推進します。また、本人や関
係者が交流できる居場所づくり
の設置等を促進します。
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目標

達成度
今後の課題と対応

策
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頁 施策名 課名 施策内容
係名
（課
名）

74
3-3-

(2)-①
75

介護講習会の開
催

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

家族介護者に対して、介護技術
の向上や身体的、精神的負担の
軽減を図るため、介護方法や介
護予防、介護者の健康維持など
についての知識や技術を習得で
きる介護講習会を開催します。

事業の効果的な実施
に向けた検証と対応

10月、11月に実施し14名
が参加

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、市報等に
より周知に努めてい
く。

10月、11月、12月に実施
し20名が参加

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、市報等に
より周知に努めてい
く。

75
3-3-

(2)-②
75

家族介護者の負
担軽減のための
ショートステイの
充実

高齢者支援
課

介護
指導
給付
係

家族介護者が日常的なケアから
一時的に解放され、心身の疲れ
を癒してリフレッシュできるように
ショートステイを充実します。

ショートステイ・認知
症デイサービスセン
ター活用事業の充実

・認知症デイサービスセン
ター活用事業の実施

①達成
された

・認知症デイサービ
スセンター活用事業
(委託)は平成27年度
で終了となった。

- - -

76
3-3-

(2)-③
75

家族介護者等の
専門相談事業の
推進

高齢者支援
課

地域
支援
係
(２８年
度か
ら）

高齢期の精神症状に悩む家族
介護者や支援者が気軽に相談
することができ、対応方法を知り
精神的負担の軽減を図るため、
専門医による家族介護者等の専
門相談事業を実施します。

専門医との連携によ
り早期に専門相談受
けることができる体制
をつくる。

高齢者こころの相談会1事
例実施

④達成
されてい
ない

相談件数が少ない。
今後実施方法を検
討していく必要があ
る。

高齢者こころの相談会１
事例実施
その他、事例によっては、
山田病院認知症疾患医療
センターのアウトリーチ
チームを紹介することを検
討する。

③あまり
達成さ
れてい
ない

相談件数は限られて
いるが、他事業と選
択して対応してい
る。

77
3-3-

(2)-④
75

高齢者緊急短期
入所サービス

高齢者支援
課

地域
支援
係

介護する者の病気、けがその他
の緊急事態により適切な介護を
受けることができなくなったた
め、緊急に施設入所による保護
が必要な高齢者に対して、高齢
者施設等のベッドを確保していま
す。

緊急に施設入所によ
る保護が必要な高齢
者に対して、提供でき
る体制の維持

施設によって稼働率に違
いはあるが、適切に提供
体制の維持は保たれてい
る。

②ほぼ
達成さ
れた

精神疾患又は認知
症の方への入院等
の対応が困難。

施設によって稼働率に違
いはあるが、適切に提供
体制の維持は保たれてい
る。

②ほぼ
達成さ
れた

精神疾患又は認知
症の方への入院等
の対応が困難。

78
3-3-

(2)-⑤
75 家族介護慰労金

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

過去１年以上住民税非課税世帯
に属し、一定の要件を満たしてい
て、市内に住所を有する高齢者
を介護する家族に対し、在宅生
活の継続及び向上のために慰
労金を支給します。

市民及び関係者への
適切な情報及びサー
ビスの提供

家族介護慰労金　3件
家族介護助成費　3件

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、市報等に
より周知に努めてい
く。

家族介護慰労金　３件
家族介護助成費　３件

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、市報等に
より周知に努めてい
く。

79 3-4-① 76

日常生活の自立
支援と成年後見
制度への移行支
援

生活福祉課

高齢者や障害のある方に対し
て、金銭や重要な書類の預か
り、適切な福祉サービスの選択
の支援など安心して自宅で生活
ができるよう支援を行います。ま
た、判断能力に応じて、成年後
見制度への移行を支援します。

判断能力の程度に応
じた適切な支援をし、
福祉サービスが十分
提供されるよう努め
る。

判断能力が十分でない高
齢者、知的障害者等に対
し、福祉サービスの利用
援助を行うことにより、安
心して自立した地域生活
を送れるよう支援を行っ
た。
　契約件数　94件
　相談件数　2,133件

①達成
された

より多くの方が利用
できるよう、制度周
知を行う。

判断能力が十分でない高
齢者、知的障害者等に対
し、福祉サービスの利用
援助を行うことにより、安
心して自立した地域生活
を送れるよう支援を行っ
た。
　契約件数　96件
　相談件数　2,742件

①達成
された

より多くの方が利用
できるよう、制度周
知を行う。

80 3-4-② 76
成年後見制度の
普及と活用推進

生活福祉課

権利擁護センター「あんしん西東
京」において、権利擁護・成年後
見制度等の相談、広報等を行
い、成年後見制度の利用を支援
します。また、社会貢献型後見人
の育成・支援を行うとともに、後
見監督の充実を図り、地域にお
いてより利用しやすい環境整備
に努めます。

市長による成年後見
等申立て、後見等報
酬助成などの制度周
知に努め、成年後見
制度の利用促進又は
手続支援を行う。
　資力の乏しい者な
どが制度利用できな
いことがないよう専門
職、親族以外の後見
人等の担い手として
社会貢献型後見人の
養成に努める。

あんしん西東京の事業及
び成年後見制度の周知を
図り、申立て支援を行っ
た。
　市民向け講演会　１回
　支援者向け講習会
　　　　　　　　　　　　１回
　相談件数　1,150件
　市長申立て　9件

①達成
された

より多くの方が利用
できるよう、制度周
知を行う。

あんしん西東京の事業及
び成年後見制度の周知を
図り、申立て支援を行っ
た。
　市民向け講演会　１回
　支援者向け講習会
　　　　　　　　　　　　１回
　相談件数　922件
　市長申立て　７件

①達成
された

より多くの方が利用
できるよう、制度周
知を行う。

81 3-4-③ 76
権利擁護事業の
普及啓発

高齢者支援
課

地域
支援
係

パフレットの配布やホームページ
の掲載により、市民への普及啓
発を実施します。また、消費者セ
ンターやパリテ等関係機関と連
絡会を開催し、情報の共有を行
い、意識啓発を進めます。

市民への普及啓発を
実施する。また、関係
機関と連絡会を開催
し、情報の共有を行
い、意識啓発を進め
る。

月１回の権利擁護連絡会
の実施
あんしん西東京と連携し
て、成年後見制度の活用
を行う。

②ほぼ
達成さ
れた

市民への成年後見
制度等権利擁護事
業の普及啓発を行っ
ていく

月1回権利擁護担当者連
絡会の開催。あんしん西
東京の職員も参加し課題
の共有を行う。

②ほぼ
達成さ
れた

今後も継続開催し、
効果的な普及啓発
等検討する。

82 3-4-④ 76
高齢者虐待防止
連絡会での施策
の検討

高齢者支援
課

地域
支援
係

高齢者が尊厳を保ちながら、住
み慣れた地域で安心して生活す
るために、専門家や関係機関で
構成する「高齢者虐待防止連絡
会」において、虐待防止法に基づ
く調査結果の分析を行い、高齢
者の虐待防止のための施策に
ついて検討し、必要な支援に結
びつけます。また、関係機関との
連携方法を具体化し、即応性、
継続性のある支援を進めます。

年２回、西東京市高
齢者虐待防止連絡会
において西東京市に
おける検討を行う。

年２回実施。
虐待防止連絡会におい
て、クロス集計を行い、虐
待の要因等を分析。その
結果により、息子からの虐
待が多いということから息
子介護者に限定した家族
会を実施。

②ほぼ
達成さ
れた

高齢者虐待のキャン
ペーン等の開催に
て、市民への普及啓
発を広めていく、
引き続き、早期発
見・早期支援体制づ
くりを進める。

年2回開催。西東京市の
虐待対応ケースのクロス
集計を行い、予防啓発に
もつなげる。集計の考察
は居宅介護支援専門員連
絡会でも周知している。

②ほぼ
達成さ
れた

クロス集計の経年評
価や東京都との比
較を検討し、より西
東京市の特徴をつ
かみ予防につなげ
る。

83 3-4-⑤ 76
高齢者虐待防止
のための意識啓
発

高齢者支援
課

地域
支援
係

どのような行為が虐待にあたる
のか、なぜ虐待は起こるのか、ど
のようにすれば虐待は防げるの
かなどの基本的事項や、高齢者
虐待の相談・通報先が地域包括
支援センターであることをリーフ
レットなどで周知し、虐待につい
ての意識啓発を進めます。また、
高齢者虐待を防ぐために、虐待
の実態や対処の仕方を学ぶため
の講演会やシンポジウムの開催
及び情報提供を通して、無理なく
介護を継続できるための支援、
意識啓発を進めます。

社会福祉士の権利擁
護連絡会、高齢者虐
待防止連絡会の実施
高齢者虐待対応研修
の実施
関係機関と連携し勉
強会や研修を実施

月１回の権利擁護連絡会
の実施。
児童・高齢・障害の虐待防
止キャンペーンを11月に
実施。
介護サービス支援事業者
向け虐待防止の出前講座
を実施。
高齢者の老化に関する理
解のためのパンフレット
「年をとるってこんなこと」
を作成した。

②ほぼ
達成さ
れた

市民や関係機関へ
虐待防止への意識
啓発のため、作成し
たパンフレットを市民
へ配布していく。

虐待防止キャンペーンを
11月に開催。展示やイベ
ントを通し、市民への意識
啓発を行った。関係機関
へは出前講座を実施。

②ほぼ
達成さ
れた

市民への意識啓発
は繰り返す行う必要
がある。また民生委
員等、関係機関への
研修等を企画し、引
き続き連携・啓発を
図る。
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係名
（課
名）

84 3-4-⑥ 76
高齢者虐待に関
する支援計画の
評価と見直し

高齢者支援
課

地域
支援
係

地域包括支援センターの社会福
祉士を中心とする虐待対応モニ
タリング会議を定期的に行い、支
援を必要とする高齢者の情報を
共有するとともに対応の方向性
を確認し、本人及び家族への支
援計画の評価と見直しを図りま
す。

モニタリング会議にお
いて、虐待の疑いの
あるケースのモタリン
グを行い、支援計画
の評価と見直しを行
う。

モニタリング会議におい
て、年８回実施。.高齢者虐
待の疑いとして受理した全
ケースのモニタリングを行
う。

②ほぼ
達成さ
れた

今後も定期的にモニ
タリング会議を実施
し、虐待ケースにお
ける支援計画の評
価と見直しを行って
いく。

モニタリング会議を年8回
実施。あんしん西東京の
職員も参加し、高齢者虐
待対応ケースのリスクや
終結の確認、モニタリング
の実施。

②ほぼ
達成さ
れた

今後も継続開催。虐
待ケースにおける支
援計画の評価と見
直しを行う。

85 3-4-⑦ 76
高齢者緊急短期
入所サービス
（再掲）

高齢者支援
課

地域
支援
係

おおむね65歳以上で、「高齢者
の養護者に対する支援等に関す
る法律」により、緊急に施設入所
による保護が必要な高齢者に対
して、高齢者施設のベッドを確保
しています。

緊急に施設入所によ
る保護が必要な高齢
者に対して、提供でき
る体制の維持

施設によって稼働率に違
いはあるが、適切に提供
体制の維持は保たれてい
る。

②ほぼ
達成さ
れた

精神疾患又は認知
症の方への入院等
の対応が困難。

施設によって稼働率に違
いはあるが、適切に提供
体制の維持は保たれてい
る。

②ほぼ
達成さ
れた

精神疾患又は認知
症の方への入院等
の対応が困難。

86
4-1-

(1)-①
77

養護老人ホーム
への入所

高齢者支援
課

地域
支援
係

生活保護担当部署や関係機関と
の情報を共有しつつ、家庭環境
や経済的な理由等により、自宅
等での生活に支障がある高齢者
に対して、養護老人ホームにお
いて自立した日常生活を送るこ
とができるよう支援します。

随時措置の必要な方
の掘起しを行ってい
く。

平成27年度の入所者
３名

②ほぼ
達成さ
れた

随時措置の必要な
方の掘起しを行って
いく。

平成28年度の新規入所者
0名。相談はあるが、本人
状況によりつながらない
ケースもあった。

③あまり
達成さ
れてい
ない

随時措置の必要か
方への対応を行う。

87
4-1-

(1)-②
77

自立支援住宅改
修費給付サービ
ス

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

介護認定で非該当（自立）となっ
た65 歳以上の高齢者のいる世
帯に、介護予防と転倒予防等の
ため、手すりの取り付け、段差の
解消、床材の変更等の簡易な住
宅改修の給付を行います。

市民及び関係者への
適切な情報及びサー
ビスの提供

手すりの設置　１件
②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、市報等で
普及啓発に努めて
いく。

手すりの設置　１件
②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、市報等で
普及啓発に努めて
いく。

88
4-1-

(1)-③
77

高齢者住宅改造
費給付サービス

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

介護認定で要支援・要介護の認
定を受けた65 歳以上の高齢者
のいる世帯に、転倒予防と介護
負担の軽減等を図るため、介護
保険サービスで対象外の浴槽や
洗面台、流し台を交換する簡易
な住宅改造の給付を行います。

市民及び関係者への
適切な情報及びサー
ビスの提供

浴槽改修　88件
流し・洗面台改修　1件

①達成
された

引き続き、市報等で
普及啓発に努めて
いく。

浴槽改修　87件
流し・洗面台改修　2件

①達成
された

引き続き、市報等で
普及啓発に努めて
いく。

89
4-1-

(1)-④
78

高齢者の住まい
方に関する情報
提供

都市計画課
(平成29年4
月の組織改
正による）
住宅課
高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

情報収集と集約によ
り適切な情報提供を
行う。

問い合わせに応じて、情
報提供を行った。

公営住宅に関する情報の
提供に努めた。

②ほぼ
達成さ
れた

高齢者向け住宅に
ついて情報収集を進
める。

問い合わせに応じて、情
報提供を行った。

公営住宅に関する情報の
提供に努めた。

サービス付高齢者住宅の
情報収集を行った。

②ほぼ
達成さ
れた

高齢者向け住宅に
ついてさらに情報収
集を進める。

都市
計画
課
住宅
課住
宅係

適正な情報提供と運
営（入居者の高齢化
に向けた対応）

1棟25戸のシルバーピア
（オーシャン・ハウス）を運
営。4棟38戸の高齢者ア
パートを提供。

②ほぼ
達成さ
れた

引続き適切な管理運
営をしていく。

1棟25戸のシルバーピア
（オーシャン・ハウス）を運
営。4棟38戸の高齢者ア
パートを提供。

②ほぼ
達成さ
れた

引続き適切な管理運
営をしていく。

90
4-1-

(2)-①
78

民間賃貸住宅を
活用したセーフ
ティネットの構築

都市計画課
(平成29年4
月の組織改
正による）
住宅課

住宅
課住
宅係

一人暮らし高齢者や高齢者夫婦
世帯などが住み慣れた地域で暮
らすことができるように、民間賃
貸住宅の入居の妨げになってい
る要因を解消し、入居後の安心
居住を支えるための重層的な
セーフティネットの構築を図りま
す。

市内に存する民間賃
貸住宅への入居及び
居住を継続するため
の支援を行うことによ
り地域で自立した生
活を送ることができる
環境を整備する。

平成28年度からの事業

・賃貸保証サービス費用
の一部助成開始
・助成利用件数（入居成立
8件のうち1件）
　※生活保護世帯（5件）
　　 一般世帯（3件）うち1
件が補助金申請

②ほぼ
達成さ
れた

・賃貸に係る初期費
用の困窮に関する相
談がある
・対象とならない65
歳未満、生活保護対
象外などで他の部署
へ引き継ぐことがで
きない人は、住宅課
で対応できないた
め、生活サポート相
談窓口等の福祉の
部署で総合的に対
応する必要がある。

91
4-1-

(2)-②
78

シルバーピアの
運営

高齢者支援
課　　都市計
画課(平成29
年4月の組織
改正による）
住宅課

高齢
者
サービ
ス係
住宅
課住
宅係

一人暮らし高齢者や高齢者夫婦
世帯などのうち、住宅にお困りの
方が自立して安全に日常生活が
おくれるよう、高齢者向けの設備
が整い安否確認・緊急時対応な
どを行う生活援助員等を配置し
たシルバーピアを運営します。

市民及び関係者への
適切な情報提供と運
営

133戸中123戸
138名の入居者

１棟25戸のシルバーピア
（オーシャン・ハウス）を運
営している。

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き適切な管理
運営を行う。

133戸中120戸
134名の入居者

１棟25戸のシルバーピア
（オーシャン・ハウス）を運
営している。

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き適切な管理
運営を行う。

92 4-2-① 79
外出支援サービ
スに関する適切
な情報提供

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

市で実施している外出支援サー
ビスを含め、他の機関で実施し
ている移送サービスの情報収集
を行うとともに、利用者が使いや
すい情報提供に努めます。

市民及び関係者への
適切な情報及びサー
ビスの提供

問い合わせに応じて、情
報提供を行った。

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き適切な情報
提供に努めていく。

問い合わせに応じて、情
報提供を行った。

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き適切な情報
提供に努めていく。

93 4-2-② 79
高齢者等外出支
援サービス

高齢者支援
課

高齢
者
サービ
ス係

介護認定で要支援・要介護の認
定を受けた高齢者等で一般の公
共交通機関などの手段では外出
が困難な方を対象に、介護予
防、健康づくり、生きがいづくり等
を目的として、介助員を配置した
リフト付きの福祉車両等による外
出支援を行います。

市民及び関係者への
適切な情報及びサー
ビスの提供

登録実人数　59人
利用延べ回数　362人

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、市報等で
普及啓発に努めて
いく。

登録実人数　58人
利用延べ回数　396人

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き、市報等で
普及啓発に努めて
いく。

94 4-2-③ 79
安心して歩ける
道路の整備推進

都市計画課
道路建設課

道路
建設
課道
路工
事係

高齢者などが安心して歩くことが
できる通過自動車が少ない生活
道路にするため、都市計画道路
を整備推進するとともに、躓き転
倒する要因となる老朽化した舗
装を直していきます。

都市の骨格として居
住環境地区の外郭を
形成する都市計画道
路を整備するととも
に、舗装の老朽化し
た市道、私道を整備
する。

都市計画道路　１路線
市道　　　　　　　16路線
私道　　　　　　　7箇所

①達成
された

引続き都市計画道
路を整備するととも
に、舗装の老朽化し
た市道、私道を整備
する。

都市計画道路　２路線
市道　　　　　　　17路線
私道　　　　　　　15箇所

①達成
された

引続き都市計画道
路を整備するととも
に、舗装の老朽化し
た市道、私道を整備
する。

高齢者向け住宅(サービス付き
高齢者向け住宅など)や介護保
険の施設系サービスの情報提供
等をしていきます。
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95
4-3-

(1)-①
80

災害時避難行動
要支援者の支援
体制の整備

危機管理室
高齢者支援
課

危機
管理
室

関係機関への情報提
供と個別支援体制の
整備

名簿更新及び関係機関へ
の配布を実施

②ほぼ
達成さ
れた

名簿の配布及び名
簿搭載者に対する個
別支援計画の推進

名簿について関係機関へ
の配布を継続実施

②ほぼ
達成さ
れた

名簿の配布及び名
簿搭載者に対する個
別支援計画の推進

地域
支援
係

危機管理室、障害福
祉課等と連携し進め
ていく。

名簿の更新について、危
機管理室へ作成の協力を
行った。

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き継続する。
名簿の更新について、危
機管理室へ作成の協力を
行った。

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き継続する。

96
4-3-

(1)-②
80

災害時の助け合
い

危機管理室
高齢者支援
課

危機
管理
室

避難行動要支援者の
状況把握と個別計画
作成による避難支援
体制の充実

他課からの情報を基に状
況把握と情報更新を図っ
た。個別計画作成につい
ては、高齢者支援課が実
施する調査に合わせ、避
難支援に必要な情報収集
を実施した。

②ほぼ
達成さ
れた

同居家族等実態把
握と地域内での避難
支援協力者の確保

高齢者支援課及び障害福
祉課の関係事業者と委託
契約をすることにより、個
別支援計画の作成を図っ
た。

②ほぼ
達成さ
れた

地域内における避難
支援者の確保及び
把握を関係各課と連
携を図りながら進め
る。

96
地域
支援
係

危機管理室、障害福
祉課等と連携し進め
ていく。

生活状況調査にあわせ避
難支援に必要な情報収集
を実施し危機管理室と連
携を図った。

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き継続する。

危機管理室より、居宅介
護支援事業所へ個別プラ
ン作成依頼を行い、実績
が出ている。

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き継続する。

97
4-3-

(2)-①
81

地域の防犯体制
の整備

危機管理室
高齢者支援
課

危機
管理
室

防犯活動団体への補
助制度の継続

交付申請のあった15団体
に対し、交付金額約351千
円の実績があった。

②ほぼ
達成さ
れた

防犯活動団体の登
録推進と補助金制
度の継続を実施す
る。

交付申請のあった11団体
に対し、交付金額約325千
円の実績があった。

②ほぼ
達成さ
れた

更なる地域の防犯
力向上のため、防犯
活動団体の登録と
補助金制度の活用
を推進する。

97
地域
支援
係

ささえあいネットワー
クの見守り活動には
防犯の目的もあると
いうことを改めて周知
し、高齢者宅に不審
者が出入りしているよ
うな場合には地域包
括支援センターに連
絡してもらう。

訪問協力員315名
協力員1,208名
協力団体188団体

②ほぼ
達成さ
れた

協力員や協力団体
の数は少しずつ増加
しており、今後も周
知を継続していく。
また、今後は消費者
センター等、連携す
る関係機関も増やし
ながら、防犯体制の
強化を図る。

訪問協力員  ２８６名
協力員　1,356 名
協力団体 201 団体

②ほぼ
達成さ
れた

協力員や協力団体
の数は少しずつ増加
しており、今後も周
知を継続していく。
また、今後は消費者
センター等、連携す
る関係機関も増やし
ながら、防犯体制の
強化を図る。

98
4-3-

(2)-②
81

防犯意識の啓
発・情報提供

危機管理室

防犯意識向上のため、防犯講演
会等を実施するとともに、広報、
ホームページ、ポスターなど多様
な媒体を通じて防犯啓発に努め
ます。なお、広報等で「振り込め
詐欺等」に関する啓発、注意喚
起も行います。

防犯講演会等を実施
するとともに、広報、
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、ﾎﾟｽﾀｰな
どの防犯啓発を継続
します。

講演会を12月に実施し、
合同パトロールは、春・秋
の計2回実施した。また、
日頃より、防犯啓発活動
を積極的に行った。

②ほぼ
達成さ
れた

「振り込め詐欺等」の
被害が減少傾向に
至らない。一層の防
犯啓発活動が必要
である。

特殊詐欺被害防止に向け
た広報活動を毎月、関係
機関と実施するとともに、
12月には防犯講演会を開
催し、市民の防犯意識向
上に努めた。

②ほぼ
達成さ
れた

市内の特殊詐欺被
害件数は減少傾向
にあるが、特殊詐欺
根絶に向け引き続き
各種媒体を活用して
防犯啓発を実施す
る。

99
4-3-

(2)-③
81

消費者保護のし
くみづくり

協働コミュニ
ティ課

消費者センターにおいて、消費
生活に関するさまざまな問題や
疑問について、専門の消費生活
相談員が相談に応じます。

消費生活に関する相
談窓口の機能の充
実、悪質商法等への
注意を促す啓発活動
の実施。

相談件数1,161件のうち、
高齢者の相談件数は385
件（約33％）。出前講座の
実施件数は11件。

①達成
された

相談窓口の保谷庁
舎への移転後、関係
部署とのスムーズな
連携により相談機能
の充実を図る。

相談件数1,170件のうち、
高齢者の相談件数は407
件（約34％）。出前講座の
実施件数は5件。自治会
への注意喚起の資料配布
3回。

②ほぼ
達成さ
れた

関係部署及び地域
包括支援センター等
との連携強化の取り
組みを継続していく
とともに、啓発活動
を効果的に実施す
る。

災害時の避難に支援が必要な
方々の名簿を作成し、警察、消
防、地域包括支援センター等で
情報共有を図り、個別の支援体
制を整備します。

災害時における高齢者の身体の
安全を確保するため、援護を必
要とする高齢者（災害時避難行
動要支援者）を状況別に把握し、
緊急性の高い要支援者から個別
避難支援プランを作り、実効性
のある支援計画を作っていきま
す。ささえあいネットワーク訪問
事業と連携し、日頃から顔の見
える関係で地域で助け合えるよ
うな体制づくりを引き続き進めま
す。

高齢者の生活と財産を守るた
め、地域包括支援センターが中
心となり関係機関との連携、地
域住民の協力、「ささえあいネッ
トワーク」の強化により地域の防
犯体制を整備します。また、防犯
ステッカー「動く防犯の眼」の配
布や防犯活動団体に補助金を
交付するなど、地域の防犯体制
の強化を図ります。
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100 5-1-① 82
地域包括支援セ
ンターの機能強
化

高齢者支援
課

地域
支援
係

市内８か所に設置されている地
域包括支援センターでは、地域
包括ケアシステムにおける中核
的な機関として、総合相談支援
業務、権利擁護業務、包括的・
継続的ケアマネジメント支援業
務、介護予防ケアマネジメント業
務等を行っています。
さらに今後は、地域包括支援セ
ンターの機能強化として、高齢化
の進行、それに伴う相談件数の
増加等を勘案し、センターに対す
る人員体制を業務量に応じて適
切に配置します。
また、現在の業務量に加え、地
域ケア会議の推進、在宅医療・
介護の連携強化、認知症施策の
推進を図る中で、それぞれのセ
ンターの役割に応じた人員体制
の強化を図ります。
在宅医療・介護の連携強化、地
域ネットワーク連絡会、認知症施
策の推進等を図る中で、基幹型
センターを位置付け、センター間
の役割分担・連携を強化し、効
率的かつ効果的な運営を目指し
ます。センターがより充実した機
能を果たしていくため、運営協議
会による評価の取組、PDCAの
充実等、計画的な評価、点検の
取組を強化します。

地域包括支援セン
ター業務効率化と新
しい事業への取り組
みを進めていく。

平成28年度より開始され
る新総合事業実施に併せ
て、体制及び事業の見直
しを図る。

②ほぼ
達成さ
れた

既存の事業と新規
の事業との業務バラ
ンス等

平成28年度より、各地域
包括支援センターに１名
ずつの認知症地域支援推
進員を配置、認知症施策
の推進を図っている。
また、地域包括支援セン
ターの評価については、
翌年度に自己評価を実施
し、運営協議会にて質疑
応答等を行っている。

②ほぼ
達成さ
れた

評価については、制
度改正に伴う評価項
目の見直しが必要で
ある。また、自己評
価結果に基づく業務
改善方法の工夫も
課題である。

101 5-2-① 83
総合相談体制の
充実

高齢者支援
課

相談
受付
係

住み慣れた地域で安心して暮ら
し続けることができるよう、住ま
い、医療、介護、予防等のさまざ
まな相談に応じ、地域住民や自
治会、地域福祉コーディネー
ター、民生委員、専門職等の多
職種と地域包括支援センターや
市が連携・協力を深め、総合的
な相談体制を構築します。

地域包括ケア体制に
ついて、介護保険連
絡協議会全体会・分
科会を通して研修を
行い周知をはかる。

介護保険連絡協議会全体
会・分科会において、地域
包括ケア体制についての
研修は実施できなかった。

④達成
されてい
ない

多職種・市民に、ど
のような方法で、地
域包括ケア体制につ
いての周知、啓発を
行うか。

介護保険連絡協議会全体
会・分科会において、地域
包括ケア体制についての
研修は実施できなかった。

④達成
されてい
ない

多職種・市民に、ど
のような方法で、地
域包括ケア体制につ
いての周知、啓発を
行うか検討する。

102 5-2-② 83

介護予防・日常
生活支援総合事
業に向けた相談
体制の構築

高齢者支援
課

地域
支援
係

総合事業（サービス事業）の利用
の流れとして、チェックリストを活
用した相談受け付け体制の充実
を図るとともに、誰もが理解でき
るよう制度の説明を周知していき
ます。また、介護が必要になった
際や介護疲れになる前などに、
介護保険制度のしくみやその他
の在宅サービスなどについて、
相談窓口での対応や、認定調査
員などからの情報も相談窓口へ
連絡するよう周知の充実を図り
ます。

平成２７年度に制度
設計、平成２８年度よ
り実施予定

生活支援サービスにおけ
る市住民主体型の通所型
サービスの基準等の策定
等を行う。

②ほぼ
達成さ
れた

課全体での取り組み
とならず、係単体で
準備を進めることの
むずかしさが課題。

総合事業の対象者となる
方へは地域包括支援セン
ターからアセスメントを行
い、制度の案内を行って
いる。サービスの利用対
象者となる方には基本
チェックリストを行ってい
る。制度開始前には市報
の一面で制度の周知を行
い、HPにて西東京市総合
事業の資料を掲載してい
る。

②ほぼ
達成さ
れた

制度の詳細について
関係機関、庁内各担
当での共有がさらに
充実するようにして
いく。

103 5-2-③ 83
苦情相談体制の
充実

生活福祉課

権利擁護センター「あんしん西東
京」が市の他の苦情相談受付と
も連携を図りながら保健福祉
サービスに係る包括的な苦情相
談の受付機関としての役割を果
たし、弱い立場に置かれがちな
利用者の相談を受け入れるとと
もに適切な初動対応を執ること
で早期の解決を図ります。また、
解決困難な苦情相談は、速やか
に「保健福祉サービス苦情調整
委員会」に依頼し、解決に向けた
公正かつ適切な調整等を図るこ
とにより利用者の権利擁護と福
祉サービスの質の向上に努めま
す。

　「権利擁護センター
あんしん西東京」の周
知に努め、保健福祉
サービス利用者が気
軽に相談できる環境
を整える。
　市の苦情相談窓口
が相互に連携して苦
情相談の調整又は解
決を図る体制を整え
る。
　解決の難しい苦情
相談は、苦情調整員
会がその調整に当た
り、迅速かつ適切な
解決に結びつくよう努
める。

市又は市内事業者による
保健福祉サービスに係る
苦情相談窓口として、パン
フレット等を作成し、周知
に努めた。
　相談受付件数　9件

②ほぼ
達成さ
れた

さらなる制度周知が
必要である

市又は市内事業者による
保健福祉サービスに係る
苦情相談窓口として、パン
フレット等を作成し、周知
に努めた。
　相談受付件数　11件

①達成
された

さらなる制度周知に
努める。

104 5-2-④ 83
在宅療養に係る
相談体制の充実

高齢者支援
課

在宅
療養
推進
係

在宅療養に関する不安や課題に
対応し、適切な医療介護のサー
ビスにつなげるとともに、入退院
時の円滑な移行ができるよう支
援体制を構築します。また、在宅
療養を支える医療機関、介護事
業者等が円滑にサービスを提供
できるようにコーディネート機能
を充実させます。

在宅療養者を支援す
るために、医療と介護
の連携に関する相談
体制を構築する。

在宅療養推進協議会「在
宅療養支援窓口部会」を
設置し、検討を始めた

③あまり
達成さ
れてい
ない

地域包括支援セン
ターとのすみわけな
ど、機能を明確にす
る必要がある

在宅療養推進協議会の在
宅療養支援窓口部会にお
いて検討を進め、在宅療
養連携支援センター「にし
のわ」を設置した。

②ほぼ
達成さ
れた

「にしのわ」だけでは
解決が難しい相談に
対する各専門職から
の支援や、様々な情
報の収集について各
関係団体の協力体
制を構築する必要が
ある。

105
5-3-

(1)-①
84

わかりやすい広
報活動の充実

高齢者支援
課

相談
受付
係

介護保険制度や介護保険サー
ビスの周知を図り、制度への理
解と適正なサービス利用ができ
るよう、市報やホームページ、手
引き等の媒体を通じ広報活動を
行います。また、出前講座等によ
る市民への広報を積極的に実施
します。

ホームページの定期
更新、手引き・ガイド
ブックの充実、出前講
座の実施

「介護保険と高齢者福祉
の手引」発行（制度改正の
ため全戸配布）
「介護保険事業者ガイド
ブック」の発行（市報、ＨＰ
による広報活動）
市民からの依頼により「出
前講座」実施

②ほぼ
達成さ
れた

引続き介護保険制
度、介護保険サービ
スの周知を図る。最
新の情報を提供でき
るよう、広報活動の
充実を図る。

「介護保険と高齢者福祉
の手引」発行（制度改正の
ため全戸配布）
「介護保険事業者ガイド
ブック」の発行（市報、ＨＰ
による広報活動）
市民からの依頼により「出
前講座」実施

②ほぼ
達成さ
れた

引続き介護保険制
度、介護保険サービ
スの周知を図る。最
新の情報を提供でき
るよう、広報活動の
充実を図る。

106
5-3-

(1)-②
84

提供事業者一覧
の整備・充実

高齢者支援
課

相談
受付
係

利用者がサービスを選択する際
の情報源として、サービス提供
事業者一覧を整備・充実します。

ホームページの定期
更新、「介護保険事
業者ガイドブック」の
充実

「ホームページ」の適宜更
新
「介護保険事業者ガイド
ブック」の充実
「地域別要支援者・要介護
者受け入れ状況一覧」作
成

②ほぼ
達成さ
れた

最新の情報を提供
できるよう、広報活
動の充実を図る。

「介護保険と高齢者福祉
の手引」発行（制度改正の
ため全戸配布）
「介護保険事業者ガイド
ブック」の発行（市報、ＨＰ
による広報活動）
市民からの依頼により「出
前講座」実施

②ほぼ
達成さ
れた

引続き介護保険制
度、介護保険サービ
スの周知を図る。最
新の情報を提供でき
るよう、広報活動の
充実を図る。
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107
5-3-

(1)-③
84

介護サービス情
報の公表

高齢者支援
課

相談
受付
係

サービス提供事業者に対して介
護サービス情報の公表に関する
啓発を行います。また、市民に対
しても、サービスを選択するにあ
たり、これらの情報を活用するよ
うな啓発、広報を行います。

ガイドブックの充実、
各分科会での情報提
供

ホームページの事業者情
報の掲載
ガイドブックの充実
各分科会での新規事業者
紹介等による情報提供

②ほぼ
達成さ
れた

最新の情報を提供
できるよう、ホーム
ページの更新、ガイ
ドブックの充実、分
科会での情報提供
を実施。

ホームページの事業者情
報の掲載
ガイドブックの充実
各分科会での新規事業者
紹介等による情報提供

②ほぼ
達成さ
れた

最新の情報を提供
できるよう、ホーム
ページの更新、ガイ
ドブックの充実、分
科会での情報提供
を実施。

108
5-3-

(1)-④
84

福祉機器等の展
示

高齢者支援
課

相談
受付
係

介護用品に関する情報を提供す
るため、常設の福祉機器の展示
と福祉機器に関する助言等を行
い、市民の福祉機器や介護技術
に関する理解を深める支援を行
います。また、介護保険連絡協
議会と連携して福祉機器等の展
示会を開催し、最新機器の紹介
や利用にあたっての質問等に応
じます。

防災センター１階の
展示スペースを活用
し、これまで展示実績
のない事業者に働き
かけるとともに、新製
品の展示を行う。

介護保険連絡協議会と連
携して福祉機器等の展示
会を年２回開催し、最新機
器の紹介や利用にあたっ
ての相談を行った。

②ほぼ
達成さ
れた

展示実績のない事
業者にも働きかける
とともに、より効果的
な展示会の方法を
検討する必要があ
る。

介護保険連絡協議会と連
携して福祉機器等の展示
会を年２回開催し、最新機
器の紹介や利用にあたっ
ての相談を行った。

②ほぼ
達成さ
れた

展示実績のない事
業者にも働きかける
とともに、より効果的
な展示会の方法を
検討する必要があ
る。

109
5-3-

(1)-⑤
84 福祉情報の充実

高齢者支援
課

相談
受付
係

市で実施している高齢者福祉
サービスの情報について、市報
やホームページ、その他発行物
等に掲載するほか、高齢者に関
わる様々な地域資源の把握に努
め、必要な情報の提供を行いま
す。

多用な媒体やイベン
トなどを通して介護予
防の普及啓発を行
う。

市民まつりや「介護の日」
において普及啓発を実施

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き普及啓発に
努める。

「介護の日」事業において
普及啓発を実施

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き普及啓発に
努める。

110
5-3-

(1)-⑥
84

「介護の日」事業
の実施

高齢者支援
課

相談
受付
係

介護を身近なものとして理解を
深めるとともに、地域での支え合
いや交流を促進するため、市、
社会福祉協議会、介護保険連絡
協議会等が連携し、毎年11 月11
日の「介護の日」事業を継続して
実施します。

「介護の日」事業の継
続と充実

平成27年度11月11日「介
護の日」実施
テーマ「～あなたのチカラ
を地域のために～広げよ
う、ささえあいの輪　みん
なでささえよう、これまで
も、これからも」
延べ来場者数1,293人

①達成
された

介護を身近なものと
して理解を深められ
るよう、色々な角度
や方向から毎年テー
マを選定する。

平成28年度11月11日「介
護の日」実施
テーマ「～“ひとがひとを
支える”　あなたが最期ま
で暮らしたいまちのために
～」
延べ来場者数1,105人

①達成
された

介護を身近なものと
して理解を深められ
るよう、色々な角度
や方向から毎年テー
マを選定する。

111
5-3-

(1)-⑦
84

事業者情報の共
有化の推進（再
掲）

高齢者支援
課

相談
受付
係

サービス選択の機会を広げるた
め、介護保険連絡協議会を活用
して情報交換の場を拡大し、
サービス提供事業者に関する情
報の共有化に取り組みます。

ホームページの定期
更新、「介護保険事
業者ガイドブック」の
充実

「介護保険事業者ガイド
ブック」発行
ホームページの随時更新

②ほぼ
達成さ
れた

最新の情報を提供
できるように、ホーム
ページを随時更新す
る。

「介護保険事業者ガイド
ブック」発行
ホームページの随時更新

②ほぼ
達成さ
れた

最新の情報を提供
できるように、ホーム
ページを随時更新す
る。

112
5-3-

(1)-⑧
84

介護保険連絡協
議会参加事業者
情報提供の充実
及び事業者の参
加促進（再掲）

高齢者支援
課

相談
受付
係

介護保険連絡協議会の参加事
業者を掲載した「介護保険事業
者ガイドブック」を発行し、市民へ
の配布とホームページへの掲載
により、最新の情報を積極的に
発信するとともに、新たな介護保
険事業者の参加を促進します。

介護保険連絡協議会
全体会及び各分科会
の充実、連携先の拡
大を図る

各分科会の役員会を設置
し、年間の計画を立てて活
動する。
合同で分科会を開催し、
情報共有や連携を図る

②ほぼ
達成さ
れた

参加事業所が増え、
分科会開催の会場
や時間設定等の調
整に時間を要する
会員のニーズも多様
化し、準備に時間を
要する

各分科会の役員会を設置
し、年間の計画を立てて
活動する。
合同で分科会を開催し、
情報共有や連携を図る

②ほぼ
達成さ
れた

参加事業所が増え、
分科会開催の会場
や時間設定等の調
整に時間を要する
会員のニーズも多様
化し、準備に時間を
要する

113
5-3-

(2)-①
85

介護給付の適正
化

高齢者支援
課

介護
指導
給付
係

適正な介護給付を行うため、引
き続き認定調査結果の点検、利
用者への給付費通知の発行、医
療情報との突合・縦覧点検等を
実施します。また、事業所に対す
る実地指導や住宅改修の点検
等に取り組みます。

継続して利用者への
給付費通知の発行、
医療情報との突合・
縦覧点検等、事業所
に対する実地指導、
住宅改修の訪問調査
を実施する。

平成27年11月に給付費通
知を発行　7,366件
毎月医療情報との突合・
縦覧点検等を実施
事業所に対する実地指導
10件
住宅改修の訪問調査　0
件

①達成
された

引き続き適正な介護
給付を行うための取
組みを実施する。

平成28年11月に給付費通
知を発行　7,345件
毎月医療情報との突合・
縦覧点検等を実施
住宅改修の訪問調査　1
件

①達成
された

引き続き適正な介護
給付を行うための取
組みを実施する。

114
5-3-

(2)-②
85

福祉サービス第
三者評価の普
及・推進

生活福祉課

多くの事業者が第三者評価を受
審し、その評価結果が公表され
ることにより、利用者の福祉サー
ビスの選択の便を高め、事業者
のサービスの質の向上を図れる
よう福祉サービス第三者評価シ
ステムの普及に努めます。

第三者評価をより多く
の事業者が受審する
よう努める。

より多くの事業者が、福祉
サービス第三者評価を受
審し、サービス利用者に情
報の提供ができるよう、さ
まざまな機会を利用して事
業者の理解を促すととも
に、受審費用の助成を
行った。　補助金交付団体
数34件（保育所、障害福
祉事業所を除く。）

②ほぼ
達成さ
れた

受審事業所数が頭
打ちとなっている。広
く受審を勧奨する必
要がある。

より多くの事業者が、福祉
サービス第三者評価を受
審し、サービス利用者に
情報の提供ができるよう、
さまざまな機会を利用して
事業者の理解を促すとと
もに、受審費用の助成を
行った。　補助金交付団体
数23件（保育所、障害福
祉事業所を除く。）

②ほぼ
達成さ
れた

受審事業所数が頭
打ちとなっている。広
く受審を勧奨する必
要がある。

115
5-3-

(2)-③
85

ケアマネジメント
の環境の整備

高齢者支援
課

介護
指導
給付
係
相談
受付
係
地域
支援
係

ケアマネジメントの質の向上、関
係機関との連携体制の構築及び
ケアマネジャー同士のネットワー
クの構築などを目的として、地域
包括支援センター、主任ケアマ
ネジャー、行政の三者が協働で
現場の課題を共有、検討し、支
援計画を策定します。この計画
に基づき、技術的支援やケアマ
ジャーなどを対象とした研修会の
企画と開催支援につなげます。

ケアマネジメントの質
の向上を図るため
に、主任ケアマネ
ジャー研究協議会が
主体となり、ケアマネ
ジャーとしての質の向
上を図る。ケアマネ分
科会の研修を通し
て、質の向上を図る。

研修企画会議により研修
の体系化を行う。計画に
沿った研修を実施。
介護保険連絡協議会の分
科会において、研修を実
施。

①達成
された

ケアマネジメントの
技術的支援を目的と
した効果的な研修体
系を構築する。

研修企画会議により研修
の体系化を行う。計画に
沿った研修を実施。
介護保険連絡協議会の分
科会において、研修を実
施。

①達成
された

ケアマネジメントの
技術的支援を目的と
した効果的な研修体
系を構築する。

116
5-3-

(2)-④
85

サービス事業者
の質的向上

高齢者支援
課

相談
受付
係

サービス事業者の質の向上を支
援するため、介護保険連絡協議
会等を通じた情報提供、また事
例検討やワークショップ、活動・
研究発表などの形式をとりいれ
た交流を進め、法令遵守と技術
向上を図ります。

介護保険連絡協議会
全体会の充実、関係
機関との連携強化

「西東京市介護保険連絡
協議会」全体会各分科会
の実施

②ほぼ
達成さ
れた

関係機関及び介護
サービス等提供事業
者相互間の情報交
換・連携など横断的
な体制を整備し、介
護サービス等の円滑
な提供を図り、市全
体でのサービス向上
に努める。

「西東京市介護保険連絡
協議会」全体会各分科会
の実施

②ほぼ
達成さ
れた

関係機関及び介護
サービス等提供事業
者相互間の情報交
換・連携など横断的
な体制を整備し、介
護サービス等の円滑
な提供を図り、市全
体でのサービス向上
に努める。

117
5-3-

(2)-⑤
85

関連機関との連
携強化

高齢者支援
課

地域
支援
係

介護保険や高齢者保健福祉
サービスに関する解決困難な苦
情・相談に対して、関連機関の連
携強化を図ります。

在宅療養推進係と課
題の住み分けを行っ
て対応する。

現在は地域包括支援セン
ターを中心に地域支援係
が後方支援を行っている
が、事例検討回答の活用
により、関連機関等の対
応力の向上を図る。

②ほぼ
達成さ
れた

宅療養推進係と課
題の住み分けを今
後行っていく。

現在は地域包括支援セン
ターを中心に地域支援係
が後方支援を行っている
が、事例検討回答の活用
により、関連機関等の対
応力の向上を図る。

②ほぼ
達成さ
れた

宅療養推進係と課
題の住み分けを今
後行っていく。
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118
5-3-

(2)-⑥
85

養介護施設従事
者等への虐待に
関する普及啓発

高齢者支援
課

介護
指導
給付
係
相談
受付
係

養介護施設従事者等へ向け、虐
待の実態や対処の仕方を学ぶた
めの研修を実施します。短い時
間でも繰り返し研修を受けられる
ようにし、早期発見・対応(通報）
の意識を高め、連携を図ります。

介護保険連絡協議会
全体会・分科会を通し
て研修を行い、虐待
の実態や対処方法を
周知する

平成26年度に分科会にお
いて、「高齢者の虐待」に
ついての講演、グループ
ワークを実施、平成27年
度は実施していない。

④達成
されてい
ない

分科会等を通じ、虐
待の実態、対処の仕
方等、啓発を図る。

施設分科会において、「高
齢者虐待の防止」につい
ての講演を実施。

②ほぼ
達成さ
れた

分科会等を通じ、虐
待の実態、対処の仕
方等、啓発を図る。

119
5-3-

(3)-①
86

低所得者の保険
料の軽減

高齢者支援
課

介護
保険
料係

第1号被保険者の保険料につい
て、第5期計画では、第3段階の
細分化など、負担能力に応じた
よりきめ細やかな保険料設定を
行い、15段階に設定しました。第
6期計画においても、第5期計画
の考え方を継承するとともに、課
税層の一部の所得段階をさらに
細分化し、１７段階に設定しま
す。

第6期では、第1号被
保険者の保険料につ
いては、さらなる多段
階化を進め、負担能
力に応じたよりきめ細
やかな保険料設定を
行い、17 段階に設定
する。

第5期の第1段階の対象者
を拡大し、保険料率につ
いても引き下げ、低所得
者に配慮した所得段階と
保険料率を設定した。ま
た、上位所得者について
も負担能力に応じた保険
料負担を行うための所得
段階とした。これらの結
果、第6期では17段階に設
定した。

①達成
された

次期第7期計画を見
据え、国の審議会等
において、低所得者
に対する第1号保険
料の軽減強化が検
討されており、今後
の国の動向等に注
視する必要がある。

前年度同様、第1段階の
対象者の保険料率を引き
下げて設定した。また、引
き続き17段階で設定した。

①達成
された

次期第7期計画を見
据え、国の審議会等
において、低所得者
に対する第1号保険
料の軽減強化が検
討されており、今後
の国の動向等に注
視する必要がある。

120
5-3-

(3)-②
86

低所得者の利用
料の軽減

高齢者支援
課

介護
指導
給付
係

社会福祉法人等による低所得者
への負担軽減を実施し、介護保
険サービスの利用などの際に自
己負担額の軽減を行います。さ
らに、市独自の低所得者に対す
る軽減として、医療的なケアが必
要で在宅療養生活を送る高齢者
を支援するため、訪問看護サー
ビスについて自己負担額の軽減
を行います。

　従来からの国制度・
都制度に加えて、市
独自の制度として訪
問看護サービス利用
料の負担軽減を実施
して、低所得者対す
る利用料の軽減施策
を充実させる。

平成27年度実績
国制度　5名　32,860円
都制度　5名　25,495円
市独自　29名　133,012円

①達成
された

市独自の訪問看護
サービス負担軽減制
度については、新し
い制度であるため、
引き続き市民周知に
努める。

平成28年度実績
国制度　7名　233,571円
都制度　2名　15,987円
市独自　34名　222,738円

①達成
された

市独自の訪問看護
サービス負担軽減制
度については、新し
い制度であるため、
引き続き市民周知に
努める。

121
5-3-

(3)-③
86

保険料収納率向
上の取組

高齢者支援
課

介護
保険
料係

保険料を滞納している被保険者
に個別に制度の説明を行い、収
納推進嘱託員等が訪問徴収す
るなど、きめ細かい収納率向上
の取組を強化します。

滞納している被保険
者に個別に制度の説
明を行い、現年の徴
収にも力を入れ、きめ
細かい収納率向上の
取組をします。

現年の未納者への交渉を
充実させ収納率の向上を
図る。

①達成
された

未納者に対してのき
め細やかな対応に
取り組む対策を講じ
る。

現年の未納者への交渉を
充実させ収納率の向上を
図る。

①達成
された

未納者に対してのき
め細やかな対応に
取り組む対策を講じ
る。

122 5-4-① 87
介護人材確保の
支援策の検討

高齢者支援
課

相談
受付
係

中長期的な介護人材の確保に
向けて、介護職の面接会、市民
の資格取得支援も含めた人材の
量的確保を検討するとともに、介
護職の専門性の向上を図りま
す。

「地域密着型面接会」
開催により福祉分野
の人材確保

社会福祉法人　西東京市
社会福祉協議会との共催
により平成24年11月22日
田無庁舎２階　202・203会
議室並びにロビーにて開
催

②ほぼ
達成さ
れた

新たな福祉の担い
手と福祉活動希望
者の掘り起しに、行
政、社会福祉協議
会、サービス提供事
業者等と連携を図る

社会福祉法人　西東京市
社会福祉協議会との共催
により平成29年２月10日
田無庁舎２階　202・203会
議室並びにロビーにて開
催

②ほぼ
達成さ
れた

新たな福祉の担い
手と福祉活動希望
者の掘り起しに、行
政、社会福祉協議
会、サービス提供事
業者等と連携を図る

123 5-4-② 87

介護従事者に対
するワーク・ライ
フ・バランスの推
進の支援

高齢者支援
課

相談
受付
係

介護保険連絡協議会等による講
演会や、研修会を通じ、事業所
の管理者や介護従事者双方に、
個人の生活と仕事、両方を充実
し、両立できるような「働き方改
革」である「ワーク・ライフ・バラン
ス推進」の普及、啓発に取り組む
とともに、環境整備を支援しま
す。

介護事業所のワーク
ライフバランスの向
上・推進

平成25年度に介護保険連
絡協議会全体会において
「ワークライフバランス」講
演会を開催して以降、実
施していない。

⑤実施
していな
い

分科会等を通じ、
ワークライフバランス
の普及、啓発を図
る。

平成25年度に介護保険連
絡協議会全体会において
「ワークライフバランス」講
演会を開催して以降、実
施していない。

⑤実施
していな
い

分科会等を通じ、
ワークライフバランス
の普及、啓発を図
る。

124 5-4-③ 87
介護人材の育
成・質の向上

高齢者支援
課

相談
受付
係

ケアマネジャーの資質の向上、
ホームヘルパーの養成・質的向
上を図るため、研修会などの実
施を通じて福祉サービスの充実
を図ります。

・事業の効果的な実
施と人材の確保
・介護保険連絡協議
会全体会・分科会を
通して研修や情報提
供・情報交換の充実

「西東京市介護保険連絡
協議会」全体会、各分科
会において情報提供・情
報交換、研修会、事例検
討会等を実施

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き「西東京市
介護保険連絡協議
会」全体会、各分科
会において情報提
供・情報交換、研修
会、事例検討会等を
実施

「西東京市介護保険連絡
協議会」全体会、各分科
会において情報提供・情
報交換、研修会、事例検
討会等を実施

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き「西東京市
介護保険連絡協議
会」全体会、各分科
会において情報提
供・情報交換、研修
会、事例検討会等を
実施

125 5-4-④ 87

サービス提供事
業者に対する人
材育成の意識啓
発

高齢者支援
課

相談
受付
係

ケアマネジャーや介護サービス
に携わる職員が研修を受ける機
会が確保されるよう、事業者に
対し、人材育成について意識啓
発と積極的な研修参加を促して
いきます。

介護保険連絡協議会
全体会・分科会の開
催

「西東京市介護保険連絡
協議会」全体会、各分科
会において情報提供・情
報交換、研修会、事例検
討会等を実施

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き「西東京市
介護保険連絡協議
会」全体会、各分科
会において情報提
供・情報交換、研修
会、事例検討会等を
実施

「西東京市介護保険連絡
協議会」全体会、各分科
会において情報提供・情
報交換、研修会、事例検
討会等を実施

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き「西東京市
介護保険連絡協議
会」全体会、各分科
会において情報提
供・情報交換、研修
会、事例検討会等を
実施

126 5-4-⑤ 87
講習や研修会の
情報提供

高齢者支援
課

相談
受付
係

ケアマネジャーや介護サービス
に携わる職員の資質の向上を図
るため、講習や研修会に関する
情報提供を行います。

各分科会・FAXでの
周知

「西東京市介護保険連絡
協議会」全体会、各分科
会において情報提供・情
報交換およびＦＡＸでの周
知を実施

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き「西東京市
介護保険連絡協議
会」全体会、各分科
会において情報提
供・情報交換、研修
会、事例検討会等を
実施

「西東京市介護保険連絡
協議会」全体会、各分科
会において情報提供・情
報交換およびＦＡＸでの周
知を実施

②ほぼ
達成さ
れた

引き続き「西東京市
介護保険連絡協議
会」全体会、各分科
会において情報提
供・情報交換、研修
会、事例検討会等を
実施

127 5-4-⑥ 87
認定調査員研修
の充実

高齢者支援
課

相談
受付
係

要介護認定の公平性・公正性を
確保するため、市が直接行って
いる新規申請者の認定調査につ
いて、認定調査員を確保するとと
もに、調査員研修等を充実させ、
公平公正な認定調査を行いま
す。

認定調査員新規研修
（都受託）・認定調査
員現任研修・テキスト
改定の現任研修の実
施

認定調査員新規研修（都
受託）実施
*現任研修は講師急病に
より未実施

②ほぼ
達成さ
れた

引続き認定調査員
新規研修（都受託）・
認定調査員現任研
修・テキスト改定の
現任研修の実施

認定調査員新規研修（都
受託）実施
*現任研修は講師急病に
より未実施

②ほぼ
達成さ
れた

引続き認定調査員
新規研修（都受託）・
認定調査員現任研
修・テキスト改定の
現任研修の実施

128 5-4-⑦ 87
介護認定審査会
の充実

高齢者支援
課

介護
認定
係

介護認定の審査判定の平準化
をさらに推進するため、保健・福
祉・医療の専門家により構成さ
れている介護認定審査会につい
て、今後も合議体の長の会議、
審査会委員の研修等を実施しま
す。

合議体の長の会議、
委員研修等を通じ、
介護認定審査の質の
向上と平準化を図
る。

2月18日合議体の長の会
議を実施し、4月1日及び3
月10日認定審査会委員全
体研修会を実施した。

②ほぼ
達成さ
れた

合議体の長の会議、
委員研修等を通じ、
介護認定審査の質
の向上と平準化を図
る。

１月1９日合議体の長の会
議を実施し、3月
２４日認定審査会委員全
体研修会を実施した。

②ほぼ
達成さ
れた

合議体の長の会議、
委員研修等を通じ、
介護認定審査の質
の向上と平準化を図
る。
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実施状況
目標

達成度
今後の課題と対応

策
実施状況

目標
達成度

今後の課題と対応
策

実施状況

平成27年度 平成28年度
目標№

現計画
の体系

頁 施策名 課名 施策内容
係名
（課
名）

介護保険サービスや
他の保険・医療・福祉
サービスを提供する
者との連絡調整や地
域包括ケアシステム
の構築に向けた地域
づくりを実践できるよ
うな主任介護支援専
門の養成を目指して
います。

年間に1回東京都から推
薦依頼があり、審査会で
推薦者を決定する。

介護指導給付係の対応
7/24、7/28応募者の面接
実施。
7/29　審査会が行われた
が、実地検査のため欠席
（採点表のみ提出）

①達成
された

1回目に応募した申
込者が選考されな
かった場合に、単に
結果のみを伝えるの
ではなく次につなが
るような伝達が必要
となっています。

年1回東京都からの推薦
依頼により、募集をし、推
薦者は審査会にて決定す
る。審査会では面接及び
書類審査の結果を総合的
に判断する。

①達成
された

応募者が増える中、
選考されなかった方
への伝達方法の検
討。足りなかった部
分への気づきにつな
ぐ伝え方が必要と考
えられる。

適切に審査会を遂行
し、推薦者を選定す
る。

1回の実施。6名応募があ
り、審査会により2名を推
薦した。

①達成
された

審査方法が適正なも
のか、適宜見直しを
行う。

1回の実施。9名応募があ
り、審査会により3名を推
薦した。

①達成
された

審査方法が適正なも
のか、適宜見直しを
行う。

130 5-4-⑨ 87
主任ケアマネ

ジャーに関する
質の向上の充実

高齢者支援
課

介護
指導
給付
係

地域
支援
係

在宅
療養
推進
係

主任ケアマネジャー研究協議会
の研究活動（「制度・サービス資
源」「質の向上」「医療と福祉の
連携」）を通し、西東京市のケア
マネジメントの質の向上を図りま
す。

地域包括ケアシス
テムの実現に向け
て、主任介護支援
専門員が地域づく
りの実践及びケア
マネジメントの質の
向上を目的に活動
する主任ケアマ
ネージャー研究協
議会の活動を支援
します。

各部会月に1回程度の
実施。必要に応じ、分
科会を通しケアマネ
ジャーへの情報提供
や、研修を企画・実施し
た。2月には「地域リ
レーションシップ部会」
が設立され、4部会と
なった。

①達成
された

4部会になり、各部
会の目的を主任ケ
アマネジャーが把
握し、適切な活動
を行う。

4部会の事務局を各係が
担当し、部会の運営や研
修等の調整、実施。全体
会を年に1回開催し、各部
会の感じている課題共有
を行った。

①達成
された

各部会の目的の再
確認、適切な運営を
行う。

131 5-4-⑩ 88
在宅療養を支え
る人材の増加

高齢者支援
課

在宅
療養
推進
係

在宅療養を担う医師、看護師等
医療職について、東京都や西東
京市医師会等と連携して人材確
保に努めます。また、各種イベン
トや大学等との連携も検討しま
す。また、医師会と連携して在宅
医療に係る講演会等を行い、在
宅医療への理解を深める取組を
行います。

在宅医療を担う医
師、看護師の増加

多職種連携による、訪問
診療の苦手意識を克服す
る

④達成
されてい

ない

多職種連携の研修
などへの参加によ
り、顔の見える関係
づくりにつなげる。

地域包括ケアシステムに
関する講演会を行い、在
宅医療の重要性の理解に
努めた。
また、訪問診療専門の診
療所も新たに開業する予
定となっている。

④達成
されてい
ない

開業医が外来だけ
でなく訪問診療に着
手できるように、すで
に訪問診療を行って
いる医師の協力によ
る研修等、更なる施
策を考えていく必要
がある。

132 5-4-⑪ 88
在宅療養に関す
る医療スタッフ
の支援

高齢者支援
課

在宅
療養
推進
係

医師等の在宅療養に係る負担
感を把握し、チーム医療の推進
や生活課題の解決を目指すソー
シャルワークに基づく相談など、
多くの医師が在宅医療に関われ
るよう支援していきます。

訪問診療を行う在宅
医・訪問看護の増加

後方支援病床確保事業の
ＰＲを行った。

④達成
されてい

ない

外来と訪問診療の
両方を実施すること
は大変厳しい。

在宅療養推進協議会の各
部会において、多職種研
修を通じた訪問診療への
参入意欲の醸成に向けた
検討や、後方支援病床確
保事業等による医師の負
担軽減策などを実施して
いる。

③あまり
達成さ
れてい
ない

外来と訪問診療の
両方を実施すること
は厳しいという声が
あるが、在宅医療に
関われるように、既
存事業の周知・充実
など更なる改善を検
討する必要がある。

介護
指導
給付
係

地域
支援
係
 
在宅
療養
推進
係

129 5-4-⑧ 87
主任ケアマネ

ジャーの育成支
援

高齢者支援
課

主任ケアマネジャーとしての役割
を担うことが期待されるケアマネ
ジャーを主任ケアマネジャー審
査会により選定し、東京都主任
介護支援専門員研修へ推薦しま
す。
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